
【虐待防止対策室関係】





１．児童虐待防止対策の強化について
（１）令和元年児童福祉法等改正法に基づく検討状況について

（関連資料１）

令和元年６月に成立した「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福

祉法等の一部を改正する法律 令和元年法律第46号 以下 改正法 とい」（ 。 「 」

う の附則においては ①中核市等における児童相談所の設置促進のため。） 、

の国の支援、②児童家庭福祉に関わる者の資質の向上を図るための方策、

③児童の権利擁護の在り方、④一時保護その他の措置に係る手続きの在り

方、⑤民法の懲戒権規定の在り方等について定められており、現在、以下

の通り検討を行っている。

① 児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関する協議の場

改正法では、中核市及び特別区が児童相談所を設置することができ

るよう、政府は、改正法の施行後５年間を目途として、児童相談所及

び一時保護所の整備並びに職員の確保及び育成の支援その他必要な措

）。置を講ずるもの等としている（改正法附則第７条第６項及び第７項

この規定を踏まえ、令和元年８月に、厚生労働省と都道府県知事及び

市町村長を構成員とした「児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方

に関する協議の場 （以下「協議の場」という ）を開催した。この協」 。

議の場では （ⅰ）改正法により新たに定められる児童相談所の設置、

基準等の児童相談所の設置の在り方、(ⅱ)人材の確保・育成・人事の

在り方、(ⅲ)中核市及び特別区による児童相談所の設置に向けた国が

行う施設整備、人材の確保・育成等の支援の在り方、(ⅳ)都道府県、

指定都市、中核市・特別区及びその他の市町村の役割分担の在り方に

ついて検討を行っている。

具体的な検討については、協議の場の下に、上記(ⅱ) （ⅲ 、(ⅳ)、 ）

等を検討する「児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関するワ

ーキンググループ （以下「体制強化ＷＧ」という ）及び、上記(ⅰ)」 。

を検討する「児童相談所の設置の基準に関するワーキンググループ

（児相設置ＷＧ 」を開催し、検討を行っている。）

このうち、体制強化ＷＧでは、人材の確保・育成・人事の在り方、

、中核市等における児童相談所設置の効果・具体的プロセス、都道府県

市町村の連携強化と役割分担等について先進的な取組を行っている事

例についてのヒアリング等を行っている。

、児童相談所の設置基準については、児相設置ＷＧでの議論を踏まえ

新年度早々の政令改正に向けた検討を進めている。
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② 子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う

者の資格の在り方その他資質の向上策に関するワーキンググループ

改正法では、その施行後１年を目途として、改正法の施行の状況等

を勘案し、児童の福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とする支援

を行う者についての資格の在り方その他当該者についての必要な資質

の向上を図るための方策について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとしている（改正法附則第７条第３項 。）

この規定に基づき、幅広く子ども家庭福祉に携わる者の資質向上に

ついて検討を行うため、令和元年８月に、社会保障審議会児童部会社

会的養育専門委員会の下に 「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・、

技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に

関するワーキンググループ」を設置し、同年９月より令和３年１月ま

で計10回にわたって議論を行ってきた。令和３年２月には、ワーキン

ググループの取りまとめを公表した。取りまとめの内容については関

連資料に掲載しているので、参照いただきたい。資格については、今

後、厚生労働省において、資格の建て付け等の論点を整理し、たたき

台となる案を作成するなど、詳細な検討を進めていく。

③ 子どもの権利擁護に関するワーキングチーム

改正法では、その施行後２年を目途として、児童の保護及び支援に

当たって、児童の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮さ

れるための措置の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるとしている（改正法附則第７条第４項 。）

この規定に基づき、子どもの権利擁護に関する国内外の事例収集や

子どもの意見表明を支援する仕組みの在り方、子どもの権利を擁護す

る仕組みの在り方その他子どもの権利擁護の在り方について検討を行

うため、令和元年12月に「子どもの権利擁護に関するワーキングチー

ム」を設置し、新年度早々のとりまとめに向けて検討を行っている。

④ 一時保護その他の措置に係る手続きの在り方

改正法では、その施行後１年を目途として、一時保護その他の措置

に係る手続の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとするとしている （改正法附則第７条第２項）。

この規定に基づき、令和２年９月に「児童相談所における一時保護

の手続き等の在り方に関する検討会」を設置し、平成29年の児童福祉

法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律（平成29

年法律第69号）の施行状況等を踏まえ、年度内のとりまとめに向けて

検討を行っている。
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⑤ 懲戒権の見直しの状況（法務省・法制審議会）

改正法では、その施行後２年を目途として、民法（明治29年法律第8

9号）の懲戒権規定の在り方について検討を加え、必要があると認める

ときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるとしている（改正法

附則第７条第５項 。）

この規定に基づき、令和元年７月より、法務省の法制審議会民法

（親子法制）部会で、懲戒権規定の見直しに向けた検討が行われ、令

和３年２月には中間試案がまとめられた。その中で 「懲戒権」を見、

直すとしたうえで 「子を懲戒することができる」とする民法822条の、

削除のほか 「指示や指導ができるが体罰を加えることはできない 、、 」

、または「体罰を加えてはならない」などと明記する３つの案が示され

引き続き検討されることとなっている。

（２）児童相談所の体制強化について（関連資料２～７、10参照）

① 児童虐待防止対策体制総合強化プラン 新プラン 等に基づく人「 」（ ）

材確保の推進について

児童相談所の体制整備については 児童虐待防止対策体制総合強化、「

プラン （新プラン （平成30年12月18日児童虐待防止対策に関する関」 ）

係府省庁会議決定）に基づき、2019年度から2022年度までの期間にお

いて、計画的に人材確保を進め、児童相談所の人員体制の強化を図る

こととしていたところである。

今般、児童相談所における児童虐待相談対応件数が増加している状

況等を踏まえ、児童福祉司及び児童心理司の増員について、新プラン

の計画を１年前倒し 来年度 2021 年度 までに新プランで目標とし、 （ ）

て掲げている人員体制（児童福祉司：5,260 人、児童心理司：2,150

人）の確保を目指すこととし、本年１月15日に自治体宛に事務連絡を

発出した。増員に当たっては、必要な地方交付税措置が講じられる予

定となっているほか、自治体における採用活動等への支援に引き続き

取り組むこととしているので、各自治体においては、児童相談所にお

ける人材確保を進めていただくようお願いする。

なお、人材確保に当たっては、従来より、児童相談所配属経験者の

再配置や、児童相談所職員ＯＢの再任用、通信課程（社会福祉法人全

国社会福祉協議会が運営する中央福祉学院）を活用した資格取得も含

めて、検討を行っていただくとともに、年度途中における職員の採用
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についても検討を行っていただくようお願いしており、令和３年度に

おいても、引き続き、体制整備に向けて取り組んでいただきたい。

また、令和元年に成立した児童福祉法等の一部改正法においては、

令和４年４月１日より、児童相談所に弁護士の配置等を行うとともに、

医師及び保健師の配置を行うこととしているが、児童相談所における

専門的な対応の強化は不断の取組として求められるものであることか

ら、これらの規定の施行を待つことなく、積極的に配置等を進めてい

ただきたい。

② 令和２年度第３次補正予算及び令和３年度予算案

令和２年度第３次補正予算及び令和３年度予算案においては、児童

相談所における人員体制の強化のほか、職員の専門性の向上や、相談

支援、一時保護に関する取組を強化するための予算が計上されている。

各自治体におかれては、こうした予算を積極的に活用していただくよ

う、検討をお願いする。

ア 児童相談所における人員体制の強化

児童相談所における人員体制の強化については、令和３年度にお

いて必要な地方交付税措置が講じられる予定となっているほか、令

和３年度予算案では 「児童福祉司任用資格取得支援事業（仮称 」、 ）

を創設し、職員が通信課程（１年）を活用して児童福祉司の任用資

格の取得を行う際 受講料等を補助することとしているほか 児童、 、「

福祉司等専門職採用活動支援事業」を拡充し、採用活動に要する費

用の補助について、児童相談所を設置する予定（計画）がある自治

体（児童相談所未設置の自治体）を補助対象に追加することとして

いる。

イ 職員の専門性の向上

職員の専門性の向上については 令和３年度予算案では 子ども、 、「

の虹情報研修センター」及び「西日本こども研修センターあかし」

が実施する研修がオンラインで円滑に実施することができるよう環

境整備を行うための予算を計上しているほか、研修センターを活用

し、①児童相談所の指導的な立場の職員に対する各ブロック単位で

の研修の実施や、②他の自治体の児童相談所へ職員を派遣して人材

を養成する取組への支援（派遣研修に係る広域的なマッチングによ

る支援）を行うこととしており、こうした新たな取組の詳細につい

ては、追って連絡する。

なお、令和３年度に研修センター等で実施される予定の研修につ
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いては、関連資料を参照していただきたい。

ウ 相談支援に関する取組の強化

相談支援に関する取組の強化を図るため、令和２年度第３次補正

予算では、児童相談所におけるＳＮＳを活用した全国一元的な相談

の受付体制（ＳＮＳ版１８９）の構築や、児童相談所相談専用ダイ

ヤル（0570-783-189）の無料化を行うための予算が計上されている。

ＳＮＳ版１８９については、システム構築に係る詳細やスケジュ

ール等を記載した仕様書案を３月中に作成の上、意見招請を開始す

る予定である。また、児童相談所相談専用ダイヤルについては、令

和３年７月より通話料金を無料化（フリーダイヤル化）する予定で

あり、変更後の電話番号やフリーダイヤルへの移行に向けた手続き

等の詳細は３月中に連絡する。

なお 児童相談所の相談支援等においてICT機器の活用を促進する、

ため、令和２年度第３次補正予算では、①相談対応や状況確認を行

う際のビデオ通話の活用、②関係機関との連絡調整等を行う際のテ

レビ会議の活用、③安全確認等を行う外出先でのタブレットの活用、

④通信環境の整備等に要する費用を計上しているところであり、子

どもの早期の安全確保等の観点から積極的に活用されたい。

エ 一時保護に関する取組の強化

一時保護について、適切な受け皿を確保するため、これまでも一

時保護所の整備費への支援の拡充等を行ってきたところであるが、

民間の施設等に一時保護を委託することが適当なケースについて、

適切な体制整備を促すため、令和３年度予算案では、一時保護委託

に係る措置費において、一時保護専用施設の対象拡大や、乳児院に

対する支援の拡充を行うこととしている。

一時保護専用施設については、現在、児童養護施設、乳児院、児

童心理治療施設及び児童自立支援施設において、本体施設とは別に、

一時保護の受入体制を整備した場合に事務費が加算されるが、これ

らの施設以外の児童福祉法に規定する施設及び事業所についても、

これらの施設と同様に事務費が支弁される仕組みとすることとして

いる。また、乳児院については、入所措置の場合に設けられている

病虚弱等児童加算 児童１人当たり月額約10万円 について 一「 」（ ） 、

時保護委託の際にも適用することとしている。

なお、一時保護については、自立援助ホームや子どもシェルター

など、委託先として、様々な選択肢が考えられるが、こうした事業

所や施設を運営する法人等（例：社会福祉法人カリヨン子どもセン
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ター）から個別ケースについて相談があった場合、子どもの最善の

利益の観点から、当該法人等への一時保護委託も含め、速やかに一

時保護を行うなど、対応を検討することが必要である。

オ 保護者が新型コロナウイルスに感染したことにより入院した場合

等において子どもを保護する場合の対応

保護者が新型コロナウイルスに感染し、入院や宿泊療養が必要と

なったことにより、感染していない子どもを保護しなければいけな

い状況になった場合の対応について、今年度補正予算では、①濃厚

接触者等の子どもの対応に当たって、一時保護所に看護師の配置等

を行うことによる体制強化を支援する「一時保護所及び児童養護施

設等における医療連携体制強化事業」や、②宿泊施設の借り上げ費

用や、一時保護所の改修費用等を支援する「児童養護施設等の生活

向上のための環境改善事業」が既に計上されているが、令和２年度

第３次補正予算においても、引き続き、これらの事業が計上されて

いる。

また、令和３年度予算案では、濃厚接触者等の子どもを医療機関

に一時保護委託する場合、医療機関に対して一時保護委託手当（日

額：36,460円）の支弁を可能とする仕組みを創設することとしてい

る。

③ その他

各児童相談所においては、未成年後見人選任の申し立て等を行う際、

統一書式を利用していただいているところであるが、最高裁判所事務

総局家庭局より、児童相談所からの意見を踏まえた統一書式の修正等

について連絡があったので、関連資料に掲載されている統一書式等を

参照の上、今後の対応に留意していただきたい。

（３）市町村の体制強化について

① 令和２年度第３次補正予算及び令和３年度予算案

（関連資料２参照）

児童虐待への対応に当たっては、児童相談所だけではなく、市町村

も重要な役割を担っており、児童虐待の発生予防・早期発見や児童虐

待発生時の迅速・的確な対応を行うことが求められる。

こうした対応に当たっては、体制の整備や専門性の強化が必要とな

るため、市町村において、子どもとその家庭や妊婦等を対象として、
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地域の実情の把握、相談対応、調査、継続的支援等を行う「市区町村

子ども家庭総合支援拠点」の整備を進めている。子ども家庭総合支援

拠点の設置促進に向けては、これまでも財政的な支援を行っている一

方、小規模自治体では子ども家庭総合支援拠点の設置を進めるために

は、限られた人材を有効に活用する必要がある。このため、令和３年

度においては、人口５万人未満の市町村においては、子育て世代包括

支援センターと子ども家庭総合支援拠点を兼務する常勤職員がいる場

合に限り、常時１名体制とすることを認める等の運用の見直しを図る

こととしている。引き続き、各自治体におかれては、子ども家庭総合

支援拠点の体制整備に取り組んでいただきたい。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、子どもの見守り機

会が減少し、児童虐待のリスクが高まっていることから、令和２年度

第三次補正予算において、子ども食堂や子ども宅食を運営する民間団

体等と連携して地域における見守り体制を強化する「支援対象児童等

見守り強化事業」について、安定的実施に向け、引き続き財政支援を

行うこととしている。さらに、令和３年度当初予算案においては、児

童の安全確認等のための体制強化を図るため、児童相談所や市区町村

に子どもの状況確認を行うための職員を配置するための補助を拡充す

るほか、市区町村における地域とつながりのない未就園児等のいる家

庭等を訪問する取組に対する補助を行う。各自治体におかれては、こ

うした予算を積極的に活用していただくよう、検討をお願いする。

※支援対象児童等見守り強化事業（令和２年度第三次補正予算）

予算額：３６億円

補助基準額：１か所あたり9,723 千円

（民間団体等の支援スタッフの人件費、訪問経費など事業実施に係る経費）

補助率：10/10（定額）

実施主体：市区町村

対象団体：子ども食堂や宅食等の支援を行う民間団体等

※児童の安全確認等のための体制強化事業

【児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業：213億円の内数】

補助基準額（案）

・児童相談所分 １児童相談所当たり 25,010千円

（警察ＯＢを配置し、警察との連携強化を図る取組を行う場合（実施しな

い場合は20,008千円 ））

・市町村分 １市町村当たり 15,006千円

実施主体：都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市町村
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補助率 ：国 1/2、都道府県・指定都市・児童相談所設置市・市町村 1/2

※未就園児等全戸訪問事業

【児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業：213億円の内数】

補助基準額（案）

・訪問費用 訪問回数×６千円 ※年２回目以降の訪問も補助対象

・事務職員雇上費 １日当たり：7,210円×事務職員数 ※複数名の雇上も可

・民間団体へ委託する場合の事務費 564千円

実施主体：市町村

補助率 ：国1/2、市町村1/2

② 市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進について

（関連資料８参照）

「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」では、市町村の相談支援

体制等の強化を図るため、2019年度からの４年間で、

・市区町村子ども家庭総合支援拠点を全市町村に設置する

・要保護児童対策調整機関の常勤の調整担当者を全市町村に配置する

ことを目標として定めている。

これを踏まえ、令和元年度より、標準団体（人口10万人）当たり２

名（子ども家庭総合支援拠点の職員１名及び要保護児童対策調整機関

調整担当者１名）の職員が地方交付税措置されていることから、速や

かに体制の整備に取り組んでいただきたい。

子ども家庭総合支援拠点の設置促進のため、令和２年度予算では、

立ち上げに知見を有する者をアドバイザーとして各自治体に派遣する

取組を「西日本こども研修センターあかしセンター」の事業として実

施しているところであるが、令和３年度予算案においては、ブロック

別の自治体向け説明会の実施を行うこととしており、詳細については

別途お知らせする。

③ 地域における子どもの見守り体制の強化について

（関連資料９参照）

新型コロナウイルス感染症の影響により、子どもの見守り機会が減

少し、児童虐待のリスクが高まっていることから、民間団体等にも協

力を求め、様々な地域ネットワークを総動員して、地域の見守り体制

を強化することが必要である。そのため、令和２年４月に子どもの見

守り強化アクションプランを策定し、さらに、子ども食堂や宅食等の

支援を行う民間団体等が、支援を必要とする子ども等の居宅を訪問す

るなどして、状況の把握や食事の提供等を通じた見守り体制を強化す
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るための取組を支援する「支援対象児童等見守り強化事業」を令和２

年度第二次補正予算及び第三次補正予算において計上したところであ

る。令和３年度においても、事業の安定的実施に向けて、引き続き財

政支援を行うこととしている。本事業が活用されるよう、これまでも

本事業の運用に係るＱ＆Ａの発出や取組事例等をお示ししてきたほか、

民間団体等とも連携して事業の周知を図ってきたところである。本事

業は、児童虐待の発生予防・早期発見に資する有効な事業であること

から、各自治体においても本事業の積極的な活用に向けて検討された

い。

（４）その他の児童虐待防止対策の取組について

① 要保護児童等情報共有システムについて（関連資料11参照）

児童相談所・市区町村における情報共有や、転居ケース等における

対応を効率的・効果的に行うため、要保護児童等に関する情報共有シ

ステムの整備を進めることとしており、令和２年度第三次補正予算に

おいて、自治体におけるシステム改修費等に対する補助を行うことと

している。また、令和３年度当初予算案においては、令和２年度にお

いて開発した全国統一の情報共有システムの運用・保守に係る経費を

計上しているところである。

今年度、国の予算において、全国統一の情報共有システムの開発を

行っており、来年度より運用を開始することとしている。

情報共有システムの導入に当たって、全てのケースの情報を登録す

ることについては、入力業務等の外部委託を行ったとしても、一定の

時間を要するものと考えられる。一方で、ア）他の自治体に転居した

事案のケース記録を転居先の自治体に情報提供する事務や、イ）行方

不明となった事案に関して、全国の児童相談所に通知する事務につい

ては、情報共有システムの有無に関わらず、当該事案が発生した場合

に対応を行うことが必要となる事務である。

これらの事務の対応について、情報共有システムの利用により、転

居事案は、より迅速かつ正確な情報提供が可能となり、行方不明事案

は、過去に通知された事案の検索が容易になるといった利点等がある

ことを踏まえ、令和３年５月１０日から全ての児童相談所において、

これらの事務（ア及びイの事務）の対応に当たり、情報共有システム

を利用するようにお願いする。さらに、情報共有システムを導入する

ことにより、過去の対応歴の有無について、常時把握が可能になり、

ケース記録も児童相談所と管内市町村はそれぞれが保有する記録を閲
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覧可能となる等児童相談所と市町村の情報共有が図れることからシス

テムの導入を進めていただきたい。

なお、転居事案における自治体間のケース移管については、児童相

談所運営指針において、緊急性が高いものは、移管先の自治体に対し

て移管元の児童相談所職員が事前説明等を行うことや、双方の児童相

談所職員による当該家庭への同行訪問を実施すること、移管元の児童

相談所職員が移管先の要保護児童対策地域協議会の個別支援会議へ出

席すること等の方法により、引き継ぎを行うこととされています。情

報共有システムの利用においても、こうした対応を前提としつつ、ケ

ース記録を迅速かつ正確に情報提供を行う手段として利用されること

を想定しており、情報共有システムのみでケース移管が行われること

は想定していませんので、対応に留意するようお願いする。

② 地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について

（関連資料12参照）

児童虐待の防止等に関する法律第４条第５項において、国及び地方

公共団体は、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を

受けた事例の分析を行うとともに、児童虐待の予防及び早期発見のた

めの方策など、児童虐待の防止等のために必要な事項についての調査

研究及び検証を行う責務を規定している。

令和２年９月の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等につい

て 第16次報告 では 検証していない死亡事例があると答えた自治」（ ） 、

体が45.5％であり、その理由は「行政機関が関わった事例でないた

め」が64.3％であった。

平成30年６月の厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知「地方公

共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について」において

は 児童相談所 福祉事務所又は市町村が関与していない事例につい、「 、

ては、情報量が少ないために十分に検証が行えない可能性もあるが、

関与しなかった事情も含め、その地域の保健・福祉等の体制を検証す

ることも必要である 」としている。。

子ども虐待による死亡事案について、その事案を振り返り課題を明

確にすることは、同様の事案を防ぐ対策を講じるために非常に重要な

ことである。地方公共団体において子ども虐待の疑いを含む死亡事例

等が発生した場合には、本通知を参考に検証を実施していただくとと

もに、検証等に必要な費用として「児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事

業費」の「評価・検証委員会設置促進事業」を有効に活用しつつ検証

を実施していただき、子ども虐待による死亡事例等の発生予防・再発
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防止に努めていただきたい。

③ 乳幼児健診未受診者等の状況確認等の実施について

（関連資料13参照）

「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策 （平成30年７月」

20日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定 において 乳幼児） 、「

健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握の実施」が掲げられ

たことなどを受け、各市町村において、乳幼児健診未受診、未就園、

不就学等で福祉サービスを利用していないなど関係機関が安全を確認

できていない子どもの把握及び状況確認を行っており、その実施状況

について毎年度調査を実施している。

こうした子どもやその家庭は、特に支援を必要としている場合もあ

ることから、

・ 確認対象児童を把握した場合は、速やかに要保護児童対策地域

協議会において情報共有し、関係部署及び関係機関が連携して家

庭訪問や情報収集などを実施し、目視による状況確認に努めるこ

と

・ 状況確認を実施した際に、支援が必要と認められる子どもを把

握した場合は、確実に要保護児童対策地域協議会にケース登録し、

関係部署及び関係機関が連携して支援の方針・内容を検討すると

ともに、継続的に見守り等が行えるようにするため、積極的な家

庭訪問等により、子ども、保護者等と連絡を取り合う関係を構築

しつつ支援を実施すること

に留意しつつ、調査に対する報告時点で状況確認に至っていない子ど

もも含め、調査結果（令和３年３月31日時点）について４月７日まで

の報告をお願いしており、ご協力をお願いする。

ヤングケアラーの実態に関する調査研究について④

（関連資料14参照）

ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定されている家事や家族

の世話などを日常的に行っている子どもを指すものとされており、年

齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負うことで、本人の

育ちや教育に影響を及ぼす可能性がある。

そのため、平成30年度より、

・ 市区町村の要保護児童対策地域協議会を対象にヤングケアラー

の実態調査の実施

・ ヤングケアラーの早期発見・支援に活用するためのアセスメン
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トシートやガイドラインの作成及び周知

などを行っており 令和２年度においては ヤングケアラーの実態をよ、 、

り正確に把握するため 文部科学省と連携し 教育現場も含めた地方自、 、

治体、子ども本人を対象とした調査を実施しているところである。

各自治体においては、アセスメントシートやガイドラインを活用す

るなどして、関係部署及び関係機関が連携し、ヤングケアラーが適切

な支援を得られるよう適切に対応していただきたい。

「児童虐待防止推進月間」における主な取組、令和３年度子⑤

どもの虐待防止推進全国フォーラムの開催について

（関連資料15参照）

厚生労働省では、毎年11月を「児童虐待防止推進月間」と位置付け、

児童虐待問題に対する社会的関心の喚起を図るため、集中的な広報・

啓発活動を実施している。

令和２年度においては、関係府省庁、関係団体等とも協力し、

・ 子どもの虐待防止推進全国フォーラム オンライン の開催「 （ ）」

・ 全国から募集した「児童虐待防止推進月間」標語の最優秀作品

や児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９ 「体罰等によらない子」、

育て」について掲載したポスター・リーフレット等の作成及び関

係機関、関係団体等への配布

・ インターネット広告・SNS、政府広報等の活用による広報

・ 東京スカイツリー のオレンジライティング
®

等の取組を実施した。

令和３年度は 子どもの虐待防止推進全国フォーラム を令和３年、「 」

11月に福岡県において開催する予定である。ただし、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大状況に応じて、オンライン開催といった開催方

法の変更や参加人数の制限といった措置を講じる場合があることを予

めご了知願いたい。

各自治体においては 来年度も引き続き 子どもの虐待防止推進全、 、「

」 、「 」国フォーラム への積極的な参加をはじめ 児童虐待防止推進月間

での各種取組への協力をお願いする。

子ども虐待防止に係るポスターコンテストの実施について⑥

（関連資料16参照）

児童虐待防止対策の象徴であるオレンジリボン運動への理解を広め

るため 厚生労働省が後援し 認定NPO法人児童虐待防止全国ネットワ、 、

ークが主催している「子ども虐待防止オレンジリボン運動公式ポスタ
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ーコンテスト」は、広く国民から啓発ポスターのデザインを募集する

ものである。令和３年度については、現在、作品募集中であることか

ら、各自治体においても同ポスターコンテストについて広く一般に呼

びかけていただきたい。

⑦ 「児童福祉に携わるひとのための「警察が分かる」ハンドブック」

の活用について

関連資料17参照）（

児童虐待への対応については、児童相談所等と警察とが緊密に連携

し、子どもの安全確保を最優先に行うことが重要であるが、円滑な連

携を行うには、お互いが理解し合える関係にあることが重要であると

考える。

京都産業大学社会安全・警察学研究所では、平成31年１月、児童相

談所の警察に対する疑問等を集め、Ｑ＆Ａや警察の用語解説等を内容

とする「児童福祉に携わるひとのための「警察が分かる」ハンドブッ

ク」を作成し、全国の児童相談所等に送付していただくとともに、ウ

ェブサイト上でもダウンロード可能であるなど広く提供をいただいて

いる。

児童虐待事案への警察の判断要素等を理解する上で参考となると思

われるため、本ハンドブックの活用を検討されたい。
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［関連資料：虐待防止対策推進室］
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「児童虐待防止対策の抜本的強化」等を踏まえた児童虐待防止対策の総合的・抜本的強化策を迅速かつ強力に推進する。

令和３年度児童虐待防止対策及び社会的養育関係予算案等のポイント

子どもの権利擁護

児童相談所が関与した子どもの意見表明を受け止める体制の構
築を図るための実証モデル事業を実施

子どもの権利擁護に係る実証モデル事業

国民全体で「しつけのための体罰」を行わない子育てを推進す
るため、ポスターやインターネットなど、様々な広告媒体を活用
した広報啓発を実施

体罰禁止及び体罰によらない子育て等の推進

児童虐待の発生予防・早期発見

児童虐待の早期発見・早期対応を推進するため、未就園児等を
対象として家庭を訪問する取組に必要な経費を補助

未就園児等全戸訪問事業 支援が必要であるにも関わらず、行政機関や地域の支援につな
がっていない家庭など、継続的な関わりが必要な家庭に対し、家
庭訪問等を通じて、育児用品を配布を行うなど保護者が支援を受
け入れやすくなる取組を支援する事業を実施

子育て支援訪問事業

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する子育
て世代包括支援センターの設置を促進
また、地域における柔軟な実施を推進するため、市町村同士で

の共同実施を推進するための経費を補助

子育て世代包括支援センターの全国展開

退院直後の母子に対して心身のケア等を行い、産後も安心して
子育てができる支援体制を確保する観点から、産婦健康診査事業、
産後ケア事業等を推進。産後ケア事業については、法定化され、
各市町村で実施が努力義務となったことを踏まえて、設置促進を
図る

産婦健康診査事業・産後ケア事業【拡充】

予防のための子どもの死亡検証（Child Death Review）につい
て、制度化に向け、モデル事業として関係機関による連絡調整、
子どもの死因究明に係るデータ収集及び整理、有識者等による検
証並びに検証結果を踏まえた政策提言を行うための経費を補助

予防のための子どもの死亡検証にかかる体制整備

予期せぬ妊娠等により、身体的、精神的な悩みや不安を抱えた
若年妊婦等に対してＮＰＯがＳＮＳを活用した相談支援等や、ア
ウトリーチによる相談支援や緊急一時的な避難場所の宿泊支援を
行うための経費を補助

若年妊婦等への支援・女性健康支援センター事業
全国どこからでも相談を行うことができるＳＮＳによる全国共通

のアカウントを開設し、各児童相談所がＳＮＳによる相談に対応す
る仕組みを新たに構築する。
（※）このほか、児童相談所に相談しやすい環境整備を進めるため、児童相談所

相談専用ダイヤル（0570-783-189）について、無料化を行う。（児童相談所
虐待対応ダイヤル「189」は令和元年12月より無料化）

SNSを活用した相談支援の強化等【新規】 ※Ｒ２第３次補正

夜間・休日を問わず、児童相談所が対応する通告・相談に対し
て、随時直接応じられる体制整備を支援（24時間・365日体制強化
事業）するとともに、児童相談所におけるＳＮＳによる相談支援
の体制整備を支援（ＳＮＳ等相談事業）する事業を実施

児童相談所体制整備事業【拡充】

子ども食堂や子ども宅食を運営する民間団体等と連携して地域における見守り体制を強化する「支援対象児童等見守り強化事業」につ
いて、安定的実施に向け、引き続き財政支援を実施

支援対象児童等見守り強化事業 ※Ｒ２第３次補正

児童虐待発生時の迅速・的確な対応

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図る中、①相談対応等
におけるビデオ通話の活用、②関係機関との連絡調整等における
テレビ会議の活用、③安全確認等を行う外出先でのタブレットの
活用、④通信環境の整備等を支援する事業を新規計上

児童相談所等におけるICT化推進事業【新規】※R２第３次補正

ＡＩを活用した緊急性の判断に資する全国統一のツールの開発
に向けた取組（仕様書の作成等）を実施
（※）令和２年度調査研究事業で当該ツールの概要を作成予定

ＡＩを活用したツールの開発促進【新規】 ※R2第３次補正

児童相談所の児童福祉司について、通信課程（１年）を利用し
て任用資格を取得することができるため、当該課程の受講料等の
補助を行う事業を新規計上

児童福祉司任用資格取得支援事業【新規】

児童相談所において、常時、弁護士による助言又は指導の下で
法的な対応を行うことができるよう、弁護士の配置等に係る費用
を支援

法的対応機能強化事業

医師の配置等に係る費用の支援について、補助単価の見直しを
行い、各児童相談所への配置が進むよう、事業を拡充

医療的機能強化事業【拡充】

精神的･肉体的負担が大きい業務の性質や専門性を有する人材の
確保が求められていることから、児童相談所の児童福祉司等や、
一時保護所の職員の処遇改善を支援

児童福祉司等の処遇改善

賃貸物件を改修することにより一時保護専用施設を確保する取
組について、賃貸物件以外の物件の改修費用を補助対象として追
加するよう、事業を拡充

賃貸物件による一時保護専用施設改修費支援事業【拡充】

一時保護所の施設整備について、基礎単価の引上げや心理療法
室を整備した場合の加算等による支援を継続
（※）このほか、一時保護所の体制強化のため、職員配置の改善（子ども

４人：職員１人→子ども２人：職員１人（最大））等の支援を継続

次世代育成支援対策施設整備交付金

都道府県が行う児童福祉司等の採用活動に対する支援について、
児童相談所設置予定の自治体や一部事務組合が補助対象となるよ
う、事業を拡充

児童福祉司等採用活動支援事業【拡充】

①研修センターが実施する研修のオンライン化の推進、②児童
相談所の指導的な立場の職員に対するブロック単位での研修の実
施、③他の自治体の児童相談所に職員を派遣して人材を養成する
取組（派遣研修）への支援を行うため、事業を拡充
（※）虐待・思春期問題情報研修センター事業を拡充して実施

研修実施体制の強化【拡充】

児童相談所が行う児童福祉施設等への指導委託について、必要
となる費用を支援するため、事業を拡充

官・民連携強化事業【拡充】

ＤＶ被害者等が同伴する子どもの支援の充実を図るため、婦人
相談所において、児童相談所等の関係機関と連携する「児童虐待
防止対応コーディネーター」を配置する事業を実施

ＤＶ対応・児童虐待対応連携強化事業

一時保護の受入体制を整備した場合に事務費が支弁される一時

保護専用施設の対象施設を拡大する。

一時保護委託に対する支援の充実【拡充】
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児童虐待発生時の迅速・的確な対応（続き）

婦人相談所一時保護所及び婦人保護施設に心理療法担当職員を
配置し、ＤＶ等被害者及び同伴する子どもの心理的ケアを図る

児童相談所や市町村に子どもの状況確認を行う職員を新たに配
置するための補助を拡充

児童の安全確認等のための体制強化事業【拡充】

ＤＶ被害者等が同伴する子どもが、婦人保護施設から小・中学
校等に安心・安全に通学するために、生活支援員による通学への
同行に必要な旅費等を補助

同伴児童通学支援事業

心理療法担当職員の配置

児童虐待に関する情報共有システムの整備を進め、児童相談
所・市町村における情報共有や、転居ケース等における対応を効
率的・効果的に行う取組を支援

婦人保護施設に入所したＤＶ被害者等が同伴する子どもについ
て、適切に教育を受ける体制を整備するため、学習指導員の配置
や、教材や学習机等の環境整備に必要な経費を補助

同伴児童学習支援事業

児童相談所における保護者指導を行う体制整備等のため、①保
護者指導支援員の配置、②専門機関が実施するカウンセリングや
プログラム等の活用、③職員の資格取得について支援する。

保護者指導・カウンセリング強化事業

社会的養育の充実・強化

里親等委託率の目標達成に向けて意欲的に取り組む自治体に対
して、補助率の嵩上げ(1/2→2/3)を行うほか、先駆的な取組を支
援し、効果的な取組事例を横展開できるよう、提案型補助事業を
新規計上。また、市町村との連携や障害児入所施設等との連携に
必要な費用の補助を計上する。加えて、里親等の委託解除前から
の自立支援に向けた取組を強化するため、フォスタリング機関に
自立支援担当職員を配置するための補助を新規計上

里親委託前の交流期間について、一般生活費や施設等へ訪問す
るための費用を補助を計上

里親養育包括支援（フォスタリング）事業【拡充】

里親への委託前養育支援事業

子どもの出自を知る権利に関する支援等にモデル的に取り組む
民間あっせん機関に対する支援の拡充や養親希望者の手数料負担
の更なる軽減など、特別養子縁組の取組を推進

養子縁組民間あっせん機関助成事業【拡充】

里親養育への支援の拡充など施設における地域支援機能を強化
するため、里親支援や地域の要支援家庭等への支援に積極的に取
り組む児童養護施設等に対して、里親支援専門相談員や心理療法
担当職員の配置支援を拡充するとともに、家庭支援専門相談員加
算の加算要件（定員30名以上の施設のみ配置可能）の緩和等を行
う。また、地域における要支援家庭等を一時的に入所又は通所さ
せて支援を行う親子支援事業（施設機能強化推進費加算）を創設

里親養育への支援の拡充など施設の地域支援機能の強化【拡充】

里親制度の普及促進のため、里親制度や特別養子縁組制度に関
して様々な広告媒体を活用した広報啓発を行うことにより、制度
に対する社会的認知度を高めその推進を図るよう、補助を拡充

里親制度等広報啓発事業【拡充】

ファミリーホームの養育者の負担軽減を図り、家庭養育優先原則
に基づく取組を推進するため、補助者を配置するための費用を補助

児童養護施設等体制強化事業【拡充】

要保護児童等に関する情報共有システムの整備【拡充】
※R２第３次補正

社会的養育の充実・強化（続き）

都市部等における小規模かつ地域分散化に向けた取組を促進す
るため、地域小規模児童養護施設等の定員の下限を４人（現行６
人）まで引き下げる（※）ほか、本体施設の基幹職員がバック
アップ活動に専任できるよう、基幹職員の代替職員に係る人件費
等の加算を創設 ※職員配置基準は現行と同様（最大１：１）

小規模かつ地域分散化に向けた定員要件の緩和等【拡充】

児童養護施設等の退所者が集まり、意見交換等を行う場を提供
するため、ＮＰＯ法人等が社会的養護出身者を対象とした交流会
等を開催するための経費の補助を計上

社会的養護出身者ネットワーク形成事業

令和６年度末までの期間に限り、意欲的に取り組む自治体・施
設を支援するため、小規模かつ地域分散化された施設を整備する
際の施設整備費・改修費の補助率の嵩上げ（1/2→2/3）を行うと
ともに、定期借地権契約により土地を確保する場合に必要となる
権利金や前払地代などの一時金の一部を補助

小規模かつ地域分散化に向けた整備費等の補助率嵩上げ等【拡充】

都道府県等による整備候補地の確保に向けた取組等を支援する
ため、児童養護施設等民有地マッチング事業を創設

児童養護施設等民有地マッチング事業の創設【新規】

児童養護施設等の職員の業務において負担となっている書類作
成等の業務等について、タブレット端末の活用による子どもの情
報の共有化やペーパーレス化等、施設のＩＣＴ化の推進に資する
機器等の整備に要する費用を補助

児童養護施設等における業務負担軽減等のためのＩＣＴ化
推進事業【新規】※R２第３次補正

入所児童等の円滑な自立に向けた取組を強化するため、分園型自立
訓練事業の対象施設を自立援助ホームなど児童養護施設以外にも拡
大するとともに、一人暮らし体験が可能となるよう貸物件等の賃借
料を補助

また、母子生活支援施設に退所後のアフターケアや地域の母子家
庭等への支援を担う職員を配置し、母子家庭の自立に向けた支援の
充実を図るほか、自立援助ホームの体制を強化し、自立に向けた取
組を促進するため、管理宿直職員を配置し、指導員等の負担を軽減

施設における自立支援の取組の強化等【拡充】

自助グループ等の民間団体等が児童養護施設等に赴き、入所児童
の相談支援を行うために必要な旅費の補助や、医療機関等との連携
に必要な費用の補助を計上するほか、民間アパート等を借り上げて、
一定期間、一人暮らしを体験するための補助や退所者の法律相談に
対応するため、弁護士等との契約に必要な費用の補助等を新規計上

社会的養護自立支援事業等【拡充】

就職・進学する児童養護施設退所者等への生活費等の貸付を行い、一定期間の就業継続により返還を免除する自立支援資金貸付事業に
ついて、安定的な運営を図るための貸付原資を補助。併せて、新型コロナウイルス感染症の影響による休業等により収入が減少し、経済
的に厳しい状況にある児童養護施設退所者等を支援するため、貸付金額（生活費貸付）の増額期間を延長

児童養護施設等が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくための支援 ※R２第３次補正

児童養護施設等において、感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に実施していくため、マスク等の購入や感染が疑われる者同士のス
ペースを空間的に分離するための施設の個室化に要する改修費、職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくため
に必要な経費等を補助するとともに、医療機関や感染症専門家等からの支援等により、児童養護施設等における感染症対応力を底上げ

施設における医療機関との連携体制を強化するため、嘱託医手
当の拡充を行うほか、予防接種費用の対象を拡大

医療機関との連携体制の強化等【拡充】

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業【拡充】 ※R２第３次補正
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①専門人材の確保

○児童福祉司任用資格取得支援事業の創設

・ 児童虐待等の事案の対応に当たる児童相談所の児童福祉司の確保に向けて、通信課程（１年）を利用した任用資格の取得を支援するため、
通信課程の受講料等の補助を行う事業を創設する。

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市（設置予定を含む。）

【補助基準額】 １人当たり 13万円 （受講料及びスクーリングに係る旅費） 【補助率】 １／２

○児童福祉司等採用活動支援事業の拡充

・ 都道府県等が実施する児童福祉司等の採用活動に対する支援について、補助対象となる実施主体を拡大し、児童相談所を設置する予定
の市及び一部事務組合を追加。

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市 → 都道府県、指定都市、児童相談所設置市（設置予定を含む。）及び一部事務組合

【補助基準額】 １自治体当たり 4,182千円 【補助率】 １／２

②一時保護を行う施設の確保

○賃貸物件による一時保護専用施設改修費支援事業の拡充

・ 賃貸物件を改修することにより一時保護専用施設を確保する取組について、賃貸物件以外の物件の改修費用を補助対象として追加。
（児童福祉施設等として、次世代育成支援対策施設整備交付金等の補助対象となっているものは対象外）

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】 １か所当たり 21,900千円 【補助率】 １／２

※ このほか、一時保護の受入体制を整備した場合に事務費が支弁される一時保護専用施設の対象施設を拡大。

③専門的な対応の強化

○研修実施体制の強化（虐待・思春期問題情報研修センター事業の拡充）

①研修センターが実施する研修のオンライン化の推進

②児童相談所の指導的な立場の職員に対する各ブロック単位での研修の実施

③他の自治体の児童相談所へ職員を派遣して人材を養成する取組への支援（派遣研修に係る広域的なマッチングによる支援）

【実施主体】 事業を実施する研修センター（横浜市、明石市） 【補助率】 10/10（定額）

児童相談所の体制強化等について ①

【令和３年度予算案】児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業：213億円の内数

③専門的な対応の強化

○医療的機能強化事業の拡充

・ 医師の配置等に係る費用について、補助単価の見直しを行い、各児童相談所への配置を促進する。
（令和元年の法改正により、令和４年４月１日より、各児童相談所への医師の配置が義務化される）

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】 １自治体当たり7,842千円→ １児童相談所当たり7,842千円 【補助率】 １／２

○官・民連携強化事業の拡充

・ 児童相談所が行う児童福祉施設等への指導委託について、必要となる費用を支援する。（官・民連携強化事業のメニューの１つとして追加）

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】 １件当たり月額82,490円 【補助率】 １／２

児童相談所の体制強化等について ②
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子どもや家庭からの相談について、全国どこからでも相談を行うことができるＳＮＳによるアカウントを開設し、相
談内容を各児童相談所に自動的に転送した上、相談を受理した児童相談所が対応する仕組みを新たに構築する。

【令和２年度第３次補正予算】６．６億円（児童相談支援事業委託費）

ＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制（ＳＮＳ版「１８９」）の構築等

①ＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制（ＳＮＳ版「１８９」）の構築

児童相談所に相談しやすい環境整備を進めるため、児童相談所相談専用ダイヤル（0570-783-189）について、無料化
を行うための環境整備を進める。（児童相談所虐待対応ダイヤル「189」は令和元年12月より無料化）

【令和２年度第３次補正予算】４５百万円（情報処理業務庁費）

③児童相談所相談専用ダイヤル（0570-783-189）の無料化

ＡＩを活用した緊急性の判断に資する全国統一のツールの開発に向けた取組（仕様書の作成等）を実施する。

【令和２年度第３次補正予算】８０百万円（児童相談支援事業委託費）

②ＡＩを活用した緊急性の判断に資するツールの開発促進

ⅰ 児童相談所等におけるＩＣＴ化推進事業
児童相談所等（※）における①相談対応や状況確認を行う際のビデオ通話の活用、②関係機関との連絡調整等を行う際のテレビ会議の

活用、③安全確認等を行う外出先でのタブレットの環境、④通信環境の整備等を進めるため、児童相談所等のＩＣＴ化の推進に資する機
器等の整備に要する費用を補助する。

（※）児童相談所、児童相談所一時保護所、婦人相談所、婦人相談所の一時保護所、市区町村、配偶者からの暴力等に関する相談や支援等を行う民
間団体、児童家庭支援センター、児童養護施設退所者等からの相談や支援等を行う民間団体等

ⅱ 児童養護施設等における業務負担軽減等のためのＩＣＴ化推進事業
児童養護施設等（※）の職員の業務において負担となっている書類作成等の業務等について、タブレット端末の活用による子どもの情

報の共有化やペーパーレス化等、施設のＩＣＴ化の推進に資する機器等の整備に要する費用を補助する。

（※）児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、自立援助ホーム、ファミリーホーム

都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市、市及び福祉事務所設置町村、市町村

ⅰ 国：１／２（都道府県・指定都市・児童相談所設置市、市町村：１／２）
ⅱ 国：１／２（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：１／４、事業者：１／４）

国：１／２（都道府県：１／８、市及び福祉事務所設置町村：１／８、事業者：１／４）

１か所当たり：１００万円

児 童 相 談 所 等 に お け る Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業

１．事業内容

２．実施主体

３．補助率

４．補助基準額

①児童相談所等におけるＩＣＴ化推進事業

・ビデオ通話を活用した相談対応や、関係機関とのオンライン会
議による連絡・調整など、児童相談所等におけるＩＣＴ化を推
進する。

ビデオ通話等
による相談・

状況確認

ビデオ通話等
による相談・

状況確認
相談支援機関

関係機関とのオンライン
会議等による連絡・調整

②児童養護施設等における業務負担軽減等のためのＩＣＴ化推進事業

・タブレット端末の活用による子どもの情報の共有化やペーパーレス化等、施設に
おけるＩＣＴ化を推進する。

自立支援計画の作成・共有

養育・支援の実施状況（家族情報（やりとりも含
め）、身体測定、既往歴、性格、生活記録等）

日常記録（体温・食事摂取・排泄等の状況、疾病、
過ごし方、疾病等）

テンプレートの活用やデータ連動・一括処理等により職員の業務負担を軽減

児童養護施設等

令和２年度第３次補正予算：４．１億円（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）
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＜現行＞
・児童養護施設
・乳児院
・児童心理治療施設
・児童自立支援施設

一時保護委託に関する支援の充実

【対象施設】
＜令和３年度＞

・児童福祉法に規定する施設及び事業所
（左記の４類型に加え、障害児入所施設等を追加）

・児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設及び児童自立支援施設（以下「該当施設」という。）については、本体施設
とは別に、一時保護の受入体制を整備した場合に事務費が加算されるが、一時保護の受け皿確保を進めるため、該当施
設以外の施設についても同様に事務費が支弁できる仕組みとする。

・ 乳児院への入所措置の場合に設けられている「病虚弱等児童加算」（児童１人当たり月額約10万円）について、
一時保護委託の際にも適用することとする。

・ 一時保護委託手当は、医療機関に支弁されないこととなっているが、保護者が新型コロナウイルスに感染し、入院した
場合等において、濃厚接触者である児童を保護する際、医療機関に委託することも考えられるため、当該ケースに限り、
医療機関に対して一時保護委託手当の支弁を可能とする。 （日額（案）： 36,460円）

①一時保護専用施設の対象拡大

③乳児院への一時保護委託における加算の創設

②医療機関への一時保護委託手当の支弁

【令和３年度予算案】 里親委託費・児童入所施設措置費等1,356億円の内数

（１）マスクの購入や消毒に必要となる経費、個室化に要する改修に必要となる経費等の支援

①マスク等購入費
感染経路の遮断のため、児童養護施設等で使用するマスク、消毒液等の購入等に必要な費用について補助

②児童養護施設等の消毒経費
施設内で感染が広がらないよう、利用者・従事者が触れる箇所や物品等の消毒に必要な費用について補助

③広報・啓発経費
施設で活動する子ども等に必要な情報が行き渡るよう、感染症予防の広報・啓発経費について補助

④個室化に要する改修費等
感染が疑われる者を分離する場合に備え、感染が疑われる者同士のスペースを空間的に分離するための個室化に要する改修費等（宿

泊施設の借り上げ費用等を含む。）について補助

⑤職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費
職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費（研修受講、かかり増し経費等）を補助

【補助基準額】１施設等当たり：8,000千円（里親等：1,000千円）

（２）医療機関や感染症専門家等による適切な感染防止対策等に関す
る相談窓口の設置・派遣指導、職員のメンタルヘルス相談窓口の
設置等の支援

【補助基準額】１自治体当たり：11,860千円

令和２年度第３次補正予算：６２億円（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

児童養護施設等は、適切な感染防止対策を行った上での事業継続が求められているため、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点か
ら、マスクの購入や消毒に必要となる経費のほか、個室化に要する改修に必要となる経費等を補助するともに、医療機関や感染症専門家等か
らの支援等により、児童養護施設等における感染症対応力を底上げしつつ、業務を継続的に実施していくことが可能となるよう支援を行う。

児童養護施設等が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくための支援

目 的

事業内容

（３）濃厚接触者等の子どもの対応について、医療機関への一時保護
委託の連絡調整等を行うほか、一時保護所や児童養護施設等で受
け入れを行う際、健康観察等の個別的な対応の充実や、症状が出
た場合の迅速な関係機関（保健所・医療機関等）との連携を図る
ために看護師等の配置・派遣等を支援

【補助基準額】１自治体当たり：13,308千円

【対象施設等】児童養護施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、乳児院、児童心理治療施設、婦人保護施設、婦人相談所、婦人相談所
の一時保護所（一時保護委託施設含む）、自立援助ホーム、ファミリーホーム、里親、児童家庭支援センター、児童相談所、
児童相談所一時保護所（一時保護委託施設含む）、養子縁組民間あっせん機関、母子家庭等就業・自立支援センター

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市・市町村 【補助率】（１）・（２）国１／２ （３）定額（国10/10相当）
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最高裁判所事務総局家庭局

該当書式 統一書式に対するご意見 ご意見を受けての修正点等

・家裁によってはPDFデータしかご用意のない場合もあるとのことで，ワード，エクセル等加工
可能な形式でのフォーマット提供をお願いしたい。その際，記入（加工）しやすいフォーマット
としていただきたい。（現行様式の罫線上や枠内等に記載事項を入力すると，様式崩れが起こ
る。）

各庁において適宜対応を検討すること
としたい。

・Word及びExcelの両方の形式で書式を配布してください（一部裁判所の配布しているWord形式
を使おうとすると，文字の位置がずれる，指定されたフォントが欄ごとに異なる等，新しい様式
を再度作成しなおさなければならなかったことがあるため）。

各書式の作成のしやすさを考えて，書
式の形式を選択した。各書式について
両方の形式で全く同じ体裁の書式を用
意することは困難であるためご理解い
ただきたい。

・家庭裁判所への提出書類のうち，親族（例えば児童虐待の加害者）に開示すべきでないものが
ある場合に，非開示の上申をする必要があるため，上申書等の書式を作成してほしい。

左記の書式は，各庁に備え付けている
書式を利用していただきたい。

【申立人欄】

・児童相談所長の申立てにあたっては，「住所」については当該児童相談所の住所を記載するこ
ととされたい。

各庁において適宜対応を検討すること
としたい。

・児童相談所長の生年月日及び年齢は不要かと思われる（人事異動で変わるため，生年月日及び
年齢で個人を特定する必要はないと考える。）。このため，児童相談所長の申立ての場合には生
年月日及び年齢欄の記載を不要としていただきたい。

原案を維持した。児童相談所長の申立
てにおいて生年月日等の記載を不要と
するか否かは各庁における運用に委ね
たい。

【未成年者欄】

・本籍欄に「戸籍事項証明書記載のとおり」，住所欄に「住民票記載のとおり」又は「戸籍の附
票記載のとおり」というチェックボックスをそれぞれ設けていただきたい。

申立書の記載事項という性質上，他の
書面を引用することは望ましくないた
め，原案を維持した。

【申立ての理由欄】

・申立ての動機について，障がい福祉サービスに係る契約締結や賃貸借契約締結など，独居等を
前提とした各種契約の締結行為の項目を追加していただきたい。

原案を維持した。その他の項目に記載
していただきたい。

【未成年後見人候補者欄】

・専門職後見人の選任を申し立てる場合は，候補者の本籍地の記入は不要とされたい（参考資料
案の「選任申立書の継続用紙」についても同様）。

各庁において適宜対応を検討すること
としたい。

【未成年者の生活状況等について】

【２　未成年者の生活歴を記載してください。】

・「＿　人きょうだいの＿　番目」と印字されているが，未成年者の中には，養子縁組の場合を
含め，父や母が違う兄弟姉妹がたくさんいるなど，「何人きょうだい」ないし「何番目」と記載
すべきか判断するのが困難なケースがある。「未成年者の父母以外の親族」欄及び「親族関係
図」で親族関係を確認することも可能であるため，「＿　人きょうだいの＿　番目」の欄は削除
するのが適当である。

修正した。

・「出生，学歴，職歴等」欄に記載のライフコースに当てはまらない児童もいる。様式からは除
き，必要な場合は，別途記載例や要領等での説明としていただきたい。

原案を維持した。「出生，学歴，職歴
等」欄に記載のライフコースに当ては
まらない場合には，別紙に記載するな
どの対応をお願いしたい。

【４　未成年者の身上監護・財産管理の状況について】

・(1)について，未成年者が施設入所している場合には続柄のみ「施設職員」とし，氏名の記入
は不要とされたい。

各庁の運用に委ねたい。

・(4)について，未成年者自身が行っている場合もあるため，「未成年者」の選択肢を設けてほ
しい。

修正した。

・(5)について，実際のケースでは遺族年金の手続がたびたびあるため，「遺族年金」の項目を
追加してほしい。

遺族年金は定期的な収入として収支予
定表に記載していただくことを想定し
ており，今後取得する予定の資産とし
て記載していただく必要はないことか
ら，原案を維持した。

【申立ての事情について】

【４　未成年者の父母以外の親族】

・児童相談所長の申立てにあたり，未成年者が施設入所している場合には，児童と面会を行って
いる親族など，児童相談所が把握できる範囲での記入でよいものとされたい。

各庁の運用に委ねたい。

【５　未成年後見人候補者がいる場合には，その方が未成年後見人にふさわしい理由を記載し
てください。】
・弁護士など専門家を希望する事情・理由は「適当な親族がおらず，要支援の状態のため」とい
うもの以外は考えにくいが，理由欄をあえて設ける必要があるか。

原案を維持した。適当な親族がいない
としても，背景となる事情も把握する
必要があると考えている。

【全般】

・弁護士等の専門職が未成年後見人に就任する場合には不要と思われる項目も多く見受けられる
ところであるが，一方で，審判書に記載すべき住所や職務上の氏名の表示についての意見欄を設
けていただければ，候補者だけでなく家裁にも便宜となると思われる。

専門職だけでなく親族が候補者となる
ことも想定されることから，原案を維
持した。もっとも，今後，専門職が候
補者となる場合の事情説明書の書式を
参考資料として別途作成することを検
討する予定である。

・弁護士等専門職が後見人候補者の場合は，法人の場合同様，収入等の個人情報の記入を不要と
するか，その事項を含まない別様式を用意されたい。

今後，専門職が候補者となる場合の事
情説明書の書式を別途作成することを
検討している。それまでの間は各庁の
運用に委ねたい。

・専門職を未成年後見人候補者として申し立てる場合には，(2)以降の同居家族，収入，健康状
態，経歴などについては記入不要とされたい。

今後，専門職が候補者となる場合の事
情説明書の書式を別途作成することを
検討している。それまでの間は各庁の
運用に委ねたい。

未成年後見人候
補者事情説明書

未成年後見人選任申立書等に関する統一書式及び参考資料の主な修正点等

※　本書面は，児童相談所からご提出いただいたご意見及びご意見を受けての修正点等を記載したものです。

統一書式全般に
ついて

未成年後見人選
任申立書

申立事情説明書

１
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該当書式 統一書式に対するご意見 ご意見を受けての修正点等

・弁護士等の専門職が未成年後見人に就任する場合には不要と思われる項目も多く見受けられる
（同居者や収入，経歴等）。未成年後見人候補者が親族等であれば本書式案の様式で問題ないと
考えますが，専門職等が未成年後見人候補者である場合には別様式又は必要事項を記載した自由
様式でも問題ないという取扱いにしていただきたい。

今後，専門職が候補者となる場合の事
情説明書の書式を別途作成することを
検討している。それまでの間は各庁の
運用に委ねたい。

【その他】

・「未成年の身上監護，財産管理に関して，困難を感じた場合，相談できる機関，支援者はあり
ますか。」「ある場合，具体的に記入ください」と記載欄を追加することを検討していただきた
い。未成年後見の今までの受任経験の中で，児相とつながっていないケースも多いことから，該
当欄にもし記載がなかった場合には，受理面接の際や，審判書送付の際に，支援先を紹介できれ
ばよいと考えている。

原案を維持した。支援先については，
現時点において裁判所の知見が及ぶも
のではなく，反映させないこととし
た。
【補足】成年後見における中核機関と
異なり，未成年後見における支援機関
については，ケースによって様々であ
り，裁判所の知見が十分に及ばないと
ころである。むしろ，専門職の関与に
より支援先につなげていくことになる
のではないか。

【全般・その他】

・家庭裁判所として，施設等に措置中の児童の場合で，本表で把握したい内容として何か想定し
ているものがあれば，お示しいただきたい。

施設入所中においても未成年者の経済
的な状況を裁判所や後見人が把握して
おく必要があるものと考えている。

【チェックリスト】

・児童相談所所長が申立人の場合に提出すべき資料は，所長の在職証明書でよいか，明示してほ
しい。

原案を維持した。児童相談所長である
ことの疎明資料の提出については，各
庁と調整していただきたい。

【親族の意見書】

・弁護士や社会福祉士が候補者になる場合，親族に意見書を作成してもらう段階で候補者の氏名
まで特定できていないことがある。所属（例えば広島弁護士会）だけでも記載できるようにして
ほしい。

原案を維持した。各庁と調整していた
だきたい。

・親族によってはほとんど連絡がとれない者がおり，意見書作成の際に可能な限り必要な情報を
収集したいため，意見書を作成した者の氏名に加えて生年月日も記載してもらった方がよい。

原案を維持した。申立書類に添付する
戸籍謄本等から確認できると思われる
ため，生年月日の記載までは不要と考
えているが，参考資料であるため，各
庁と改変について検討していただきた
い。

未成年後見人候
補者事情説明書

収支予定表

（参考資料）
未成年後見人選
任の審判の申立
てについて

（参考資料）
親族の意見書・
記載例・親族の
意見書について

2
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    未成年後見人選任申立書等に関する統一書式等目録   
１  統一書式    統一書式は，下記アからキまでの各書式及び下記クの記載例です。  

記   ア  未成年後見人選任申立書  
イ  申立事情説明書  
ウ  親族関係図  
エ  未成年後見人候補者事情説明書  
オ  財産目録  
カ  相続財産目録  
キ  収支予定表  
ク  上記各書式の記載例   

２  参考書式（統一書式ではないため，各庁の運用により内容が異なりま
す。）    参考書式は，下記アからウまでの資料です。  

記   ア  未成年後見人選任の審判の申立てについて  
イ  親族の意見書・記載例・親族の意見書について   ウ  未成年後見人選任申立書の継続用紙   

３  各庁における統一書式等の改変の可否及び追加資料の作成について  
⑴   統一書式の改変の可否について  

未成年後見人選任申立書における以下の点を除き，各庁において統

一書式の内容を改変することは想定していません。  
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ア  提出先を記載する家庭裁判所欄に庁名を印字すること。  
イ  添付書類欄を改変すること。  

⑵  参考資料の改変の可否について  
参考資料については，各庁の運用に合わせて内容を改変するなどし，

ご利用していただいて差し支えありません。  
⑶  追加資料の作成について  

統一書式及び参考資料のほかに，各庁の実情に応じて追加の説明資

料等を作成していただいくことは差し支えありません。  
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【令和３年４月版】 

 

１ 

 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
 

※ 太わくの中だけ記載してください。 
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

申 
立 
人 住 所 

〒    － 

 

電話   （    ）    携帯電話    （    ） 

ふりがな 
 
 
 

氏 名 

 

  □大正 □昭和 □平成 □令和 

     年   月   日 生 

          （    歳） 
 

未成年者 

との関係 

□ 本人 □ 直系尊属（父母・祖父母）  □ 兄弟姉妹  

□ 父方親族（未成年者との関係：   ）□ 母方親族（未成年者との関係：   ） 

□ 未成年後見人 □ 未成年後見監督人  □ 児童相談所長 

□ その他（              ） 

手 
続 
代 
理 
人 住 所 

(事務所等) 

〒    －     ※法令により裁判上の行為をすることができる代理人又は弁護士を 
記載してください。 

 

 

電話   （    ）    ファクシミリ    （    ） 

氏 名  

未 
成 
年 
者 本 籍 

（国 籍） 

都 道 

府 県 

住民票上 

の 住 所 

□ 申立人と同じ 
〒    － 
 

 

電話   （    ） 

実 際 に 

住んでいる

場   所 

□ 住民票上の住所と同じ 

〒    －     ※ 寮や施設の場合には，所在地，名称，連絡先を記載してください。 
 

（       方） 
寮・施設名（              ）  電話   （    ） 

ふりがな 

 

氏 名 

 □平成 □令和 
 
      年   月   日 生 
 
          （    歳） 

 

在校名 

又は職業 

 

（     年生）

受付印  

未 成 年 後 見 人 選 任 申 立 書 
 ※ 収入印紙（申立費用）８００円分をここに貼ってください。 
 

 

 

 

 

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。 
収入印紙         円 

  

準口頭 

 

 関連事件番号      年（家  ）第        号 

予納郵便切手       円 

家庭裁判所 

支部・出張所 御中 

 

令和     年   月   日 

申立人又は同手続 

代理人の記名押印 

                 
                     印 
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2 

 

申 立 て の 趣 旨 
未 成 年 後 見 人 の 選 任 を 求 め る 。 

申 立 て の 理 由 
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

申立ての原因 申立ての動機（複数選択可）  

 

□１ 親権者の     □ 死亡 □ 所在不明 

 

 □２ 親権者の親権の  □ 喪失 □ 停止 □ 辞任 

 

 □３ 親権者の管理権の □ 喪失 □ 辞任 

 

 □４ 未成年後見人の  □ 死亡 □ 所在不明 

□ 辞任 □ 解任 □ 欠格 

 □５ 父母の不分明 

 

 □６ その他（                  ） 

 

申立ての原因が生じた年月日 

平成・令和   年   月   日 

 

□ 未成年者の監護教育 

 

□ 入学 □ 就職 □ 就籍 

 

□ 養子縁組・養子離縁 

 

□ 訴訟 □ 遺産分割 □ 相続放棄 

 

□ 亡親権者の債務の返済 

 

□ 扶養料・退職金・保険金等の請求 

 

□ その他の財産の管理処分（       ） 

 

□ その他（                      ） 

 ※ 上記申立ての原因及び動機について具体的な事情を記載してください。書ききれない場合

は別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

  

 

 

 

 

 

未 
成 
年 
後 
見 
人 
候 
補 
者 □ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要 

□ 申立人 ※ 申立人が候補者の場合には，本籍欄のみ記載 
□ 申立人以外の〔 □ 以下に記載の者 □ 別紙★に記載の者 〕★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 
本 籍 

（国 籍） 

      都 道 

      府 県 

住 所 

〒    －     
 
 

 

電話   （    ）    携帯電話    （    ） 

ふりがな 

 
 

氏 名 

 □昭和 □平成 
 

      年   月   日 生 
 

          （    歳） 

 

未成年者 

との関係 

□ 親 族：□ 直系尊属（父母・祖父母） □ 兄弟姉妹 

□ 父方親族（未成年者との関係：     ） 

       □ 母方親族（未成年者との関係：     ） 

□ 親族外：（関係：                 ） 
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手続費用の上申 
□ 手続費用については，未成年者の負担とすることを希望する。 

※ 申立手数料，送達・送付費用の全部又は一部について，未成年者の負担とすることが認められる場合

があります。 

添付書類 ※ 審理のために必要な場合は，追加書類の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。 
□ 未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書） 

□ 未成年者の住民票又は戸籍附票 

  □ 未成年後見人候補者の戸籍謄本（全部事項証明書） 

（未成年後見人候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書）） 

□ 未成年後見人候補者の住民票又は戸籍附票 

□ 未成年者の財産に関する資料 

□ 未成年者が相続人となっている遺産分割未了の相続財産に関する資料 

□ 未成年者の収支に関する資料 

□ 親権を行う者がないことを証する資料 

（親権者が死亡した旨の記載がある戸籍謄本（全部事項証明書）等） 

□（利害関係人からの申立ての場合）利害関係を証する資料 

□ 未成年後見人候補者が未成年者との間で金銭の貸借等を行っている場合には，

その関係書類（未成年後見人候補者事情説明書４項に関する資料） 
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【令和３年４月版】 

 

１ 

申 立 事 情 説 明 書 

（未成年者氏名      ） 
 

※ 申立人が記載してください。申立人が記載できないときは，未成年者の事情をよく理解して

いる方が記載してください。 

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。 

 

  令和   年   月   日 

 

  作成者の氏名                   印  
 
 （作成者が申立人以外の場合は，未成年者との関係：          ） 

 

  作成者（申立人を含む。）の住所 

□  申立書の申立人欄記載のとおり 

□ 次のとおり 
 
     〒   －     
 
     住所：                                       

 

  裁判所からの電話での連絡について 

        平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話     （     ）          

（□携帯・□自宅・□勤務先）  

 

  ・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 □ 電話してもよい・□ 支障がある 

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。 

                                              

 

【未成年者の生活状況等について】 

１ 未成年者の生活状況 

 (1) 未成年者と同居している方はいますか。 

  □ いる ※ 同居している方の氏名等を記載してください。 

（氏名：        年齢：  歳 未成年者との続柄：     ） 

（氏名：        年齢：  歳 未成年者との続柄：     ） 

（氏名：        年齢：  歳 未成年者との続柄：     ） 

（氏名：        年齢：  歳 未成年者との続柄：     ） 

（氏名：        年齢：  歳 未成年者との続柄：     ） 

□ いない（未成年者は，□ １人で暮らしている。 □ 寮などで共同生活をしている。 

□ 施設に入所している。） 
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(2) 未成年者の住所（実際に住んでいる場所）の最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で

記載してください。） 

     （電車）最寄りの駅：         線        駅 
 

     （バス）最寄りのバス停：      バス（      行き）      下車 

 

２ 未成年者の生活歴（出生から現在までの学歴・職歴等）を記載してください。付加しておき 

たい事情がある場合には，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

 

３ 未成年者の健康状態 

 (1) 現在の健康状態はどうですか。 

□ 良好 

□ 治療中（傷病名：                     ） 

□ その他（                                  ） 

 

 (2) これまでに，大きな病気やけがをしたことがありますか。 

  □ なし □ あり（時期・傷病名：                        ） 

 

 (3) これまでに，医師から，発育上や健康上の問題を指摘されたことがありますか。 

□ なし □ あり（時期・指摘された問題の内容：                ） 

 

４ 未成年者の身上監護・財産管理の状況 

 (1) 未成年者の身の回りの世話をしているのは主にどなたですか。 

  □ 申立人 □ その他（氏名：          未成年者との続柄：     ） 

 

(2) 学校，職場等での様子で気になることはありますか（出欠の状況，担任，友人，同僚と

の関係等）。 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 出生，学歴，職歴等 年 月 学歴，職歴等 

・  出生 ・   

・      幼稚園・保育園を卒園 ・   

・      小学校を卒業 ・   

・      中学校を卒業 ・   

・    ・   

－184－



 

3 

 

(3) 今後の進学・就職予定 

  □ 進学予定あり 

    名 称：                 

    時 期：令和   年   月頃に進学予定 

  □ 就職予定あり 

    名 称：                 

    時 期：令和   年   月頃に就職予定 

  □ 未定 

 

 (4) 未成年者の財産を管理しているのは主にどなたですか。 

  □ 申立人 □ 未成年者 

□ その他（氏名：          未成年者との続柄：    ） 

 

(5) 今後，未成年者が取得する予定の資産はありますか。 

  □ 生命保険金 ※ 財産目録の「３ 生命保険，損害保険等」欄に記載してください。 

  □ 死亡退職金 ※ 財産目録の「６ 債権（貸付金，損害賠償金など）」欄に記載してくだ

さい。 

  □ 遺産    ※ 相続財産目録を作成してください。 

  □ その他（                  ） 

    ※ その他の資産の金額等は，未成年者の財産目録の該当欄に記載してください。 

 

 (6) 未成年者の身の回りの世話や財産管理について，特に気を付けた方がよいことなどが

あれば記載してください。 

 

 

 

 

【申立ての事情について】 

１ 未成年者の親権者から遺言で指定された未成年後見人はいますか。 

  ※ 親権者が亡くなっている場合のみ記載してください。 

 □  いない 

 □  いる（氏名：      住所：              未成年者との続柄：   ） 

 □  不明 

 

２ 未成年者には，今回の手続をすることを知らせていますか。 

※ 未成年者が申立人の場合は記載不要です。 

□ 申立てをすることを説明しており，知っている。   

   ⇒ 未成年後見人候補者についての未成年者の意見 □ 賛成 □ 反対 □ 不明 

□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 

□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 

□ その他（                               ） 

 

 

 

 

－185－



 

4 

 

３ 未成年者の実父母・養父母 

(1) 未成年者の実父母・養父母について氏名，状況等を記載してください。 

※ 欄が不足する場合は，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

  ※ 「意見」欄には未成年後見人候補者に関する各実父母・養父母の意見について，該当す

る部分の□にチェックを付してください。（亡くなった方又は音信不通の方については記

載する必要はありません。「一任」とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指します。） 

未成年者に養父母が □ いない □ いる ※養父母の氏名等を記載してください。   

 

(2) (1)で挙げた方のうち，この申立てに反対の意見を示している方や意見が不明な方がいる

場合には，その方の氏名及びその理由等を具体的に記載してください。 

 

 

 

 

続柄 氏  名 状  況 意見 

実父  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

実母  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

続柄 氏  名 状  況 意見 

養父  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

養母  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

氏  名 理由等 
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４ 未成年者の父母以外の親族 

未成年者の父母以外の親族（成年に達している方）のうち，未成年者に身近な方や関わりの

ある方（きょうだいや同居している方など）について，氏名，住所等を記載してください。 

※ 欄が不足する場合は，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

※  「意見」欄には未成年後見人候補者に関する各記載の親族の意見について，該当する部分

の□にチェックを付してください。（「一任」とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指しま

す。） 

 

 

５ 未成年後見人候補者がいる場合には，その方が未成年後見人にふさわしい理由を記載して

ください。また，家庭裁判所に一任する（家庭裁判所の判断に委ねる）場合には，その理由や

事情（例：近隣に候補者となる親族がいないなど）を記載してください。 

※ 家庭裁判所の判断により，候補者以外の方を未成年後見人に選任する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏  名 年齢 
未成年者

との関係 
住   所 意見 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 
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６ 未成年者に申立ての事情等をお伺いする場合の留意点（未成年者に配慮すべき事項等）が

あれば記載してください。 
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※　申立人や未成年後見人候補者が未成年者と親族関係にある場合に
　は，申立人や未成年後見人候補者について必ず記載してください。
※　未成年者のきょうだい，父母，祖父母， おじ，おばについては，わか
　る範囲で記載してください。
※　亡くなった方や父母の離婚は，記載例を参考に記載してください。

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

養父

祖父 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生 （成人している）兄・姉

養母

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

祖母 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生 （成人している）兄・姉

父

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

未成年者

母

祖父 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

養父

祖母 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

養母

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

親　　族　　関　　係　　図

この関係図に当てはまらない

身分関係があり，記載が難しい

場合は，この書式を参考にして，

Ａ４サイズの用紙を使って親族

関係図を作成してください。
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１ 

未成年後見人候補者事情説明書 
（未成年者氏名：       ） 

 

※ 候補者の方が記載してください。 

※ 候補者の方がいない場合には提出は不要です。 

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。 
 

  令和   年   月   日 
 

  候補者の氏名                印 

 

候補者の住所 

□ 申立書の未成年後見人候補者欄記載のとおり 

  □ 次のとおり 
 
    〒   －     
 

    住所：                                    

 

  裁判所からの電話での連絡について 

       平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話     （      ）        

（□ 携帯・□ 自宅・□ 勤務先） 
 

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 □ 電話してもよい・□ 支障がある 

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。 

                                             

 

１ あなたの現在の生活状況，健康状態，経歴など（法人が候補者の場合には記載は不要です。） 

(1) 職業 

（職種：           勤務先名：               ） 

 

(2) あなたと同居している方を記載してください。 

□ 同居者なし 

    □ 同居者あり ※ 同居している方の氏名・年齢・あなたとの続柄を記載してください。 

（氏名：           年齢：    あなたとの続柄：      ） 

（氏名：           年齢：    あなたとの続柄：      ） 

（氏名：           年齢：    あなたとの続柄：      ） 

（氏名：           年齢：    あなたとの続柄：      ） 

 

(3) 収入等 

 収入（年収）（          円） 
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資産 

□ 不 動 産 

□ 預 貯 金（           円） 

□ 有 価 証 券 

□ そ の 他（内容：                      ） 

  負債（借金） 

□ 住宅ローン（          円） 

□ 自動車ローン（          円） 

□ 消費者金融（          円） 

□ そ の 他（内容：          ）（金額：          円） 

 

(4) あなたとともに生計を立てている方がいる場合又はあなた以外の方の収入で生計を立て

ている場合には，その方の続柄と収入を記載してください。 

 あなたとの続柄（     ）・収入（年収）（         円） 

 

(5) あなたの現在の健康状態（差し支えない範囲で記載してください。） 

□ 健康体である。 

□ 具合が悪い。（具体的な症状：                     ） 

     □ 通院治療中である。 

（傷病名：         通院の頻度：  か月に  回程度） 

 

(6) あなたの経歴（最終学歴・主な職歴）について記載してください（差し支えない範囲で

記載してください。）。 

 

２ あなたは，次のいずれかに該当しますか。 

□  次の事項に該当する。 

    □  成年に達していない。 

  □  家庭裁判所で成年後見人，保佐人，補助人又は未成年後見人を解任されたことがある。 

  □  家庭裁判所で親権喪失，親権停止又は管理権喪失の審判を受けた親権者である。 

    □  破産手続開始決定を受けたが，免責許可決定を受けていないなどで復権していない。 

    □  現在，未成年者との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした。 

  □  あなたの〔□ 配偶者 □ 親 □ 子〕が，現在，未成年者との間で訴訟をしている又

は過去に訴訟をした。 

□  いずれにも該当しない。 

 

 

年 月 経  歴 年 月 経  歴 

・  ・  

・  ・  

・  ・  

・  ・  
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３ あなたと未成年者との日常の交流状況（同居の有無，家計状況，交流の頻度） 

 (1) 未成年者との関係 □ 未成年者の親族（続柄：    ） □ その他（       ） 

 

 (2) 未成年者との同居の有無 

未成年者と □ 同居している。（同居を開始した時期：     年  月～） 

          □ 同居していない。 

           □ 以前に同居したことがある。 

             ⇒ 時期：（     年  月頃から     年  月頃まで） 

 (3) 未成年者との家計の状況 

    現在，未成年者と □ 家計が同一である。 □ 家計は別である。 

 

(4)  ※ 未成年者と同居していない方のみ回答してください。 

    未成年者との交流の頻度 □ 月に（  ）回程度  □ ２～３か月に１回程度 

                □ 半年に１回程度    □ 年に１回程度 

                □ ほとんど会っていない □ その他（        ） 

 

４ あなたと未成年者との間で，金銭の貸借，担保提供，保証，立替えを行っている関係があり

ますか。 

・ 金銭貸借  □ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 担保提供  □ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 保証    □ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 立替払   □ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

※ あなたが立て替えた金銭が「あり」の場合，未成年者に返済を求める意思がありますか。 

□ 返済を求める意思はない。 □ 返済を求める意思がある。 

 

 ※ 「あり」に該当する項目がある場合は，関係書類（借用書，担保権設定契約書，保証に関

する書類，領収書，立替払を示す領収書・出納帳等）のコピーを添付してください。 

 

５ あなたが未成年後見人候補者となった経緯や事情を記載してください。 

                                            

                                            

                                            

 

６ 未成年後見人に選任された場合の後見事務の方針等 

 (1) 未成年者の今後の暮らしについての予定を記載してください。 

□ 未成年者は，当面は現在と同様に暮らしていく予定である。 

□ 未成年者は，転居する予定がある。 

⇒ 時期：（令和    年    月頃）  転居先：（                                ） 

 (2) 未成年者の今後の監護養育の方針や計画について，具体的に記載してください。 
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 (3) 今後，未成年者の財産を適正に管理していくための方法や計画について，具体的に記載

してください。 

                                            

                                            

                                            

 

７ 未成年後見人の選任の手続 

  未成年後見人の選任の手続について，次のことを理解していますか。理解している事項の□

にチェックを付してください。 

□ 家庭裁判所が，あなた以外の人を未成年後見人に選任する場合があること。 

□ あなたを未成年後見人に選任するとともに未成年後見監督人を選任する場合があること。 

□ 誰を未成年後見人に選任するかという家庭裁判所の判断については，不服の申立てができ

ないこと。 

 

８ 未成年後見人の役割及び責任 

 (1) 家庭裁判所に備え付けているＤＶＤ，裁判所ウェブサイトの後見ポータルサイト又はそ

の他の説明資料をご覧になるなどして，未成年後見人の役割や責任を理解していますか。 

   □ 理解している。 

□ 理解できないところがある。又は疑問点がある。 

 （理解できないところや疑問点について記載してください。） 

                                             

   □ 理解できていない。 

     → 家庭裁判所に備え付けているＤＶＤ，裁判所ウェブサイトの後見ポータルサイト

又はその他の説明資料などで，未成年後見人の役割や責任について説明しています

ので，そちらをご覧になってください。 

 

 (2) あなたが未成年後見人に選任された場合には次のことに同意しますか。 

ア 親権者と同一の権利義務があることを踏まえ，未成年者の意思を尊重し，未成年者の

心身の状態や生活状況に配慮すること。 

イ 未成年者の財産を未成年者以外の者のために利用しないこと。また，投資，投機等の

運用をしたり，贈与，貸付をしたり，未成年者に借金や保証（抵当権の設定を含む。）等

をさせることがないように誠実に管理すること。 

ウ 未成年者の収支状況を把握し，適切に管理すること。 

エ 家庭裁判所の指示に従い，書類の提出や定期的な報告を行うなど，未成年後見事務の

監督を受けること。 

オ 未成年者が成人した際には，同人に管理してきた財産を引き渡すこと。 

    □ 全てに同意する。 

    □ 同意できない。又は疑問点がある。 

     （同意できない理由や疑問点について記載してください。） 
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

1
□普□定
□

□

2
□普□定
□

□

3
□普□定
□

□

4
□普□定
□

□

5
□普□定
□

□

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

財  産  目  録

評価額（円）

　

　 　 　 　 　 　

　　　年　　　月　　　日

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円） 管理者

　てください。

※　以下の１から８までの財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，

  当該資料の写しを添付してください。また，財産目録との対応関係がわかるように，資料の写し

種　類

　

　 　

保険会社の名称 保険の種類

３　生命保険，損害保険等（未成年者が契約者又は受取人になっているもの）

保険金額
（受取額）（円）

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普」，定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し，その他の種別は下欄の□にチェックを付し,種別の名称を記載してください。

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載し

合　　計

合　　計

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

契約者 受取人

数量，額面金額株式の銘柄，証券会社の名称等

　

管理者

  には対応する番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の

  資料の写しであれば，資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

※　財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続する

　よう付け直してください。

作成者氏名　　　　　　　　　印 

１　預貯金・現金
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

未成年者（ 　　　　　　　　 ）の財産の内容は以下のとおりです。

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

証書番号

1
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　

　

　

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明
６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　 　 　 　 　

残額（円） 備考

　 　

７　その他（原動機付自転車，自動二輪車など）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

合　　計

合　　計 　

　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

　 　

　 　 　 　

　

８　負債

所　在 家屋番号 種　類

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）

５　不動産（建物）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　

　 　

　

４　不動産（土地）

　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　□　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）

　

９　遺産分割未了の相続財産（未成年者が相続人となっている遺産）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　 　 　 　

床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）

種類 内容 評価額（円） 備考
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

1
□普□定
□

□

2
□普□定
□

□

3
□普□定
□

□

4
□普□定
□

□

5
□普□定
□

□

6
□普□定
□

□

7
□普□定
□

□

8
□普□定
□

□

9
□普□定
□

□

10
□普□定
□

□

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

合　　計

相 続 財 産 目 録

　未成年者の法定相続分　　　（ 　　　　分の　　　　 ）

　被相続人の氏名　　　　　　（ 　　　　　　　　　　　 ）

　未成年者との続柄　　　　　（未成年者の 　　　　　　 ）

　　　年　　　月　　　日 作成者氏名　　　　　　　　　　印

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該資料の

  写しを添付してください。また，相続財産目録との対応関係がわかるように，資料の写しには対

  応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば，資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には，この目録をコピーするなどして，被相続人

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続

　するよう付け直してください。

※　未成年者が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

　未成年者（ 　　　　　　 ）が相続人となっている相続財産の内容は以下のとおりです。

　被相続人が亡くなられた日　（□　平成 ・ □　令和　　 年　　月　　日）

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円） 管理者

１　預貯金・現金
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普」，定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し，その他の種別は下欄の□にチェックを付し,種別の名称を記載してください。

　遺言書　　　　　　　　　　（□　あり　　□　なし　　□　不明）

1
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

　

　

備考
（現状，持分等）

　 　 　

　 　

　 　

　 　 　 　 　

　 　

　 　

　 　

４　不動産（土地）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）所　在

　 　 　

合　　計

３　生命保険，損害保険等（被相続人が受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者

　

　 　 　

　

　 　 　

数量，額面金額

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　

　

　

　

評価額（円） 管理者

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄，証券会社の名称等

　 　

　

　

　

　

５　不動産（建物）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円）

　 　 　 　

　 　

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

備考
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【令和３年４月版】

　未成年者（ 　　　　　　　 ）の収支予定は以下のとおりです。

No. 月　額（円） 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

円 年額（月額×１２か月）＝

No. 月　額（円） 資料

1 食費・日用品 □

2 通信費 □

3 □

4 □

5 □

6 校納金（授業料等） □

7 課外活動費（部費等） □

8 □

9 □

10 □

　てください。）

遺族基礎年金

１　未成年者の定期的な収入

入金先口座・頻度等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

※　収支の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続す

収　支　予　定　表

※　以下の収支について記載し，資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該

  資料の写しを添付してください。また，収支予定表との対応関係がわかるように，資料の写し

  には対応する番号を右上に付してください。(例：収支予定表の「１未成年者の定期的な収入」

  の「No.２遺族厚生年金」の資料の写しであれば，資料の写しの右上に「収１－２」と付記し

令和　　　　年　　　　月　　　　日 作成者氏名                                             印

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

品　　　　目

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

学費・
教育費

収入の合計（月額)　　＝　　

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

引落口座・頻度・支払方法等

生活費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

　るよう付け直してください。

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

遺族厚生年金

その他の年金（　　　　　　　　）

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

給与等

賃料収入

名称･支給者等

手当（　　　　　　　　　　　　　　）

円

２　未成年者の定期的な支出
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11 通学定期代 □

12 通勤定期代 □

13 □

14 □

15 入院費・医療費・薬代 □

16 □

17 □

18 □

19 家賃 □

20 地代 □

21 □

22 □

23 固定資産税 □

24 □

25 □

26 □

27 □

28 国民健康保険料 □

29 生命（損害）保険料 □

30 □

31 □

32 こづかい □

33 □

34 □

35 □

36 □

円 年額（月額×１２か月）＝

月額 円  

年額 円

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

その他

税金

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

療養費
□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

支出の合計（月額）　　＝　　

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

円

住居費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

交通費
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【令和３年４月版】 

 

１ 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
 

※ 太わくの中だけ記載してください。 
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

申 
立 
人 住 所 

〒 〇〇〇 － 〇〇〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号 

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇  携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

ふりがな 
 
 
 

氏 名 

てい かわ  たけ  こ □大正 ☑昭和 □平成 □令和 

   〇 年 〇 月 〇 日 生 

          （  〇 歳） 
  丁 川  竹 子 

未成年者 

との関係 

□ 本人 ☑ 直系尊属（父母・祖父母）  □ 兄弟姉妹  

□ 父方親族（未成年者との関係：   ）□ 母方親族（未成年者との関係：   ） 

□ 未成年後見人 □ 未成年後見監督人  □ 児童相談所長 

□ その他（              ） 

手 
続 
代 
理 
人 住 所 

(事務所等) 

〒    －     ※法令により裁判上の行為をすることができる代理人又は弁護士を 
記載してください。 

 

 

電話   （    ）    ファクシミリ    （    ） 

氏 名  

未 
成 
年 
者 本 籍 

（国 籍） 

〇〇  都 道  〇〇市〇〇町〇丁目〇番地 

府 県 

住民票上 

の 住 所 

☑ 申立人と同じ 
〒    － 
 

 

電話   （    ） 

実 際 に 

住んでいる

場   所 

☑ 住民票上の住所と同じ 

〒    －     ※ 寮や施設の場合には，所在地，名称，連絡先を記載してください。 
 

（       方） 
寮・施設名（              ）  電話   （    ） 

ふりがな 

 

氏 名 

へいやま   はづき ☑平成 □令和 
 

    〇 年 〇 月 〇 日 生 
 
          （  〇 歳） 

丙 山 葉 月 

在校名 

又は職業 

〇〇高校 

（  ２ 年生）

受付印  

未 成 年 後 見 人 選 任 申 立 書 
 ※ 収入印紙（申立費用）８００円分をここに貼ってください。 
 

 

 

 

 

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。 
収入印紙         円 

  

準口頭 

 

 関連事件番号      年（家  ）第        号 

予納郵便切手       円 

〇〇  家庭裁判所 

〇〇 支部・出張所 御中 

 

令和 〇 年 〇 月 〇 日 

申立人又は同手続 

代理人の記名押印 
丁 川 竹 子    印 

    
申立書を提出する裁判所 

作成年月日 
平日（午前９時～午後５時）に連絡

が取れる電話及び携帯電話の番号を

正確に記載してください。 
未
成
年
後
見
人
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
る
方
に
つ
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。 
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2 

 

申 立 て の 趣 旨 
未 成 年 後 見 人 の 選 任 を 求 め る 。 

申 立 て の 理 由 
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

申立ての原因 申立ての動機（複数選択可）  

 

☑１ 親権者の     ☑ 死亡 □ 所在不明 

 

 □２ 親権者の親権の  □ 喪失 □ 停止 □ 辞任 

 

 □３ 親権者の管理権の □ 喪失 □ 辞任 

 

 □４ 未成年後見人の  □ 死亡 □ 所在不明 

□ 辞任 □ 解任 □ 欠格 

 □５ 父母の不分明 

 

 □６ その他（                  ） 

 

申立ての原因が生じた年月日 

平成・令和 〇 年 〇 月 〇 日 

 

☑ 未成年者の監護教育 

 

□ 入学 □ 就職 □ 就籍 

 

□ 養子縁組・養子離縁 

 

□ 訴訟 ☑ 遺産分割 □ 相続放棄 

 

□ 亡親権者の債務の返済 

 

☑ 扶養料・退職金・保険金等の請求 

 

□ その他の財産の管理処分（       ） 

 

□ その他（                      ） 

 ※ 上記申立ての原因及び動機について具体的な事情を記載してください。書ききれない場合

は別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

  未成年者の父母が離婚し，実母が未成年者の親権者として未成年者を養育してきた。 

しかし，令和〇年〇月〇日に実母が後見人を指定することなく死亡したので，この申立て 

を行った。未成年後見人として，申立人を選任していただきたい。  なお，実母の遺産について，未成年者の姉（成人）との間で遺産分割協議を行う予定で 

ある。また，未成年者は実母の死亡保険金を受け取る予定である。 

 

未 
成 
年 
後 
見 
人 
候 
補 
者 □ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要 

☑ 申立人 ※ 申立人が候補者の場合には，本籍欄のみ記載 
□ 申立人以外の〔 □ 以下に記載の者 □ 別紙★に記載の者 〕★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 
本 籍 

（国 籍） 

〇〇 都 道  〇〇市〇〇町〇丁目〇番地 

府 県 

住 所 

〒    －     
 
 

 

電話   （    ）    携帯電話    （    ） 

ふりがな 

 
 

氏 名 

 □昭和 □平成 
 

      年   月   日 生 
 

          （    歳） 

 

未成年者 

との関係 

□ 親 族：□ 直系尊属（父母・祖父母） □ 兄弟姉妹 

□ 父方親族（未成年者との関係：     ） 

       □ 母方親族（未成年者との関係：     ） 

□ 親族外：（関係：                 ） 

法
人
の
場
合
に
は
，
商
業
登
記
簿
上
の
名
称
又
は
商
号
，
代
表
者
名
及
び
主
た
る 事

務
所
又
は
本
店
の
所
在
地
を
適
宜
の
欄
を
使
っ
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。 

こ
の
申
立
て
を
す
る
に
至
っ
た
い
き
さ
つ
や
事
情
を
わ
か
り
や
す
く
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。 

－202－



 

3 

 

 

手続費用の上申 
□ 手続費用については，未成年者の負担とすることを希望する。 

※ 申立手数料，送達・送付費用の全部又は一部について，未成年者の負担とすることが認められる場合

があります。 

添付書類 ※ 審理のために必要な場合は，追加書類の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。 
☑ 未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書） 

☑ 未成年者の住民票又は戸籍附票 

  ☑ 未成年後見人候補者の戸籍謄本（全部事項証明書） 

（未成年後見人候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書）） 

☑ 未成年後見人候補者の住民票又は戸籍附票 

☑ 未成年者の財産に関する資料 

☑ 未成年者が相続人となっている遺産分割未了の相続財産に関する資料 

☑ 未成年者の収支に関する資料 

☑ 親権を行う者がないことを証する資料 

（親権者が死亡した旨の記載がある戸籍謄本（全部事項証明書）等） 

□（利害関係人からの申立ての場合）利害関係を証する資料 

□ 未成年後見人候補者が未成年者との間で金銭の貸借等を行っている場合には，

その関係書類（未成年後見人候補者事情説明書４項に関する資料） 
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【令和３年４月版】 

１ 

申 立 事 情 説 明 書 

（未成年者氏名 丙山 葉月 ） 

 

※ 申立人が記載してください。申立人が記載できないときは，未成年者の事情をよく理解して

いる方が記載してください。 

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。 

 

  令和 〇 年 〇 月 〇 日 
 

  作成者の氏名  丁 川  竹 子      印  
 
 （作成者が申立人以外の場合は，未成年者との関係：          ） 

 

  作成者（申立人を含む。）の住所 

☑  申立書の申立人欄記載のとおり 

□ 次のとおり 
 
     〒   －     
 
     住所：                                       

 

  裁判所からの電話での連絡について 

        平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 〇〇〇 （ 〇〇〇〇 ） 〇〇〇〇    

（☑携帯・□自宅・□勤務先）  

 

  ・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 ☑ 電話してもよい・□ 支障がある 

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。 

      特になし                                    

 

【未成年者の生活状況等について】 

１ 未成年者の生活状況 

 (1) 未成年者と同居している方はいますか。 

  ☑ いる ※ 同居している方の氏名等を記載してください。 

（氏名： 丁川 松男   年齢： 〇 歳 未成年者との続柄： 祖父 ） 

（氏名： 丁川 竹子   年齢： 〇 歳 未成年者との続柄： 祖母 ） 

（氏名： 丙山 文月   年齢： 〇 歳 未成年者との続柄： 姉  ） 

（氏名：         年齢：    歳 未成年者との続柄：    ） 

（氏名：         年齢：    歳 未成年者との続柄：    ） 

□ いない（未成年者は，□ １人で暮らしている。 □ 寮などで共同生活をしている。 

□ 施設に入所している。） 
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(2) 未成年者の住所（実際に住んでいる場所）の最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で

記載してください。） 

     （電車）最寄りの駅：   〇〇〇   線   〇〇〇  駅 

     （バス）最寄りのバス停：      バス（      行き）      下車 

 

２ 未成年者の生活歴（出生から現在までの学歴・職歴等）を記載してください。付加しておき

たい事情がある場合には，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

 

３ 未成年者の健康状態 

 (1) 現在の健康状態はどうですか。 

☑ 良好 

□ 治療中（傷病名：                     ） 

□ その他（                                  ） 

 

 (2) これまでに，大きな病気やけがをしたことがありますか。 

  ☑ なし □ あり（時期・傷病名：                        ） 

 

 (3) これまでに，医師から，発育上や健康上の問題を指摘されたことがありますか。 

☑ なし □ あり（時期・指摘された問題の内容：                ） 

 

４ 未成年者の身上監護・財産管理の状況 

 (1) 未成年者の身の回りの世話をしているのは主にどなたですか。 

  ☑ 申立人 □ その他（氏名：          未成年者との続柄：     ） 

 

(2) 学校，職場等での様子で気になることはありますか（出欠の状況，担任，友人，同僚と

の関係等）。 

    特に気になることはない。学校の成績や友人との関係に問題はない。未成年者は週に二，  

三回飲食店でアルバイトをしているが，そこでの人間関係にも問題はない。 

 

 

 

 

 

年 月 出生，学歴，職歴等 年 月 学歴，職歴等 

平〇・〇 出生 ・   

平〇・〇  〇〇 幼稚園・保育園を卒園 ・   

平〇・〇  〇〇 小学校を卒業 ・   

令〇・〇  〇〇 中学校を卒業 ・   

令〇・〇 〇〇高校在学中（２年生） ・   
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(3) 今後の進学・就職予定 

  □ 進学予定あり 

    名 称：                 

    時 期：令和   年   月頃に進学予定 

  □ 就職予定あり 

    名 称：                 

    時 期：令和   年   月頃に就職予定 

  ☑ 未定 

 

 (4) 未成年者の財産を管理しているのは主にどなたですか。 

  ☑ 申立人 □ 未成年者 

□ その他（氏名：          未成年者との続柄：    ） 

 

(5) 今後，未成年者が取得する予定の資産はありますか。 

  ☑ 生命保険金 ※ 財産目録の「３ 生命保険，損害保険等」欄に記載してください。 

  □ 死亡退職金 ※ 財産目録の「６ 債権（貸付金，損害賠償金など）」欄に記載してくだ

さい。 

  ☑ 遺産    ※ 相続財産目録を作成してください。 

  □ その他（                  ） 

    ※ その他の資産の金額等は，未成年者の財産目録の該当欄に記載してください。 

 

 (6) 未成年者の身の回りの世話や財産管理について，特に気を付けた方がよいことなどが

あれば記載してください。 

    私が今後も未成年者の身の回りの世話を続けていきたいと考えている。未成年者の生 

活費や学費は遺族年金で工面し，母親が未成年者のために残した預金は未成年者の大学 

進学などの費用に充てることとしたい。 

 

【申立ての事情について】 

１ 未成年者の親権者から遺言で指定された未成年後見人はいますか。 

  ※ 親権者が亡くなっている場合のみ記載してください。 

 ☑  いない 

 □  いる（氏名：      住所：              未成年者との続柄：   ） 

 □  不明 

 

２ 未成年者には，今回の手続をすることを知らせていますか。 

※ 未成年者が申立人の場合は記載不要です。 

☑ 申立てをすることを説明しており，知っている。   

   ⇒ 未成年後見人候補者についての未成年者の意見 ☑ 賛成 □ 反対 □ 不明 

□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 

□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 

□ その他（                               ） 
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３ 未成年者の実父母・養父母 

(1) 未成年者の実父母・養父母について氏名，状況等を記載してください。 

※ 欄が不足する場合は，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

  ※ 「意見」欄には未成年後見人候補者に関する各実父母・養父母の意見について，該当す

る部分の□にチェックを付してください。（亡くなった方又は音信不通の方については記

載する必要はありません。「一任」とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指します。） 

未成年者に養父母が ☑ いない □ いる ※養父母の氏名等を記載してください。   

 

(2) (1)で挙げた方のうち，この申立てに反対の意見を示している方や意見が不明な方がいる

場合には，その方の氏名及びその理由等を具体的に記載してください。 

 

 

 

続柄 氏  名 状  況 意見 

実父 丙山 太陽 

□ 死亡 □ 音信不通 

☑ 連絡先は以下のとおり 

〒〇〇〇－〇〇〇〇 

 

 〇〇県〇〇市〇丁目〇番〇号        

電話番号：〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 
 

□ 賛成 

□ 反対 

☑ 一任 

□ 不明 

実母 丙山 初月 

☑ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

続柄 氏  名 状  況 意見 

養父  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

養母  

□ 死亡 □ 音信不通 

□ 連絡先は以下のとおり 

〒   －     

 

                      

電話番号：   （   ）     

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

氏  名 理由等 
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４ 未成年者の父母以外の親族 

未成年者の父母以外の親族（成年に達している方）のうち，未成年者に身近な方や関わりの 

ある方（きょうだいや同居している方など）について，氏名，住所等を記載してください。 

※ 欄が不足する場合は，別紙★に記載してください。★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 

※  「意見」欄には未成年後見人候補者に関する各記載の親族の意見について，該当する部分

の□にチェックを付してください。（「一任」とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指しま

す。） 

 

 

５ 未成年後見人候補者がいる場合には，その方が未成年後見人にふさわしい理由を記載して

ください。また，家庭裁判所に一任する（家庭裁判所の判断に委ねる）場合には，その理由や

事情（例：近隣に候補者となる親族がいないなど）を記載してください。 

※ 家庭裁判所の判断により，候補者以外の方を未成年後見人に選任する場合があります。 

 私は，未成年者の母親が亡くなってから，未成年者と同居し，日頃の世話をしている。 

また，私と未成年者の関係は良好であることから，私が未成年者の未成年後見人にふさ 

わしいと考えている。 

 

 

 

 

氏  名 年齢 
未成年者

との関係 
住   所 意見 

丁川 松男 〇歳 祖父 

〒 

 

 

☑ 未成年者と同居 

☑ 賛成 

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

丙山 文月 〇歳 姉 

〒 

 

 

☑ 未成年者と同居 

☑ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 

   〒 

 

 

□ 未成年者と同居 

□ 賛成  

□ 反対 

□ 一任 

□ 不明 
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６ 未成年者に申立ての事情等をお伺いする場合の留意点（未成年者に配慮すべき事項等）が

あれば記載してください。 

 未成年者は，普段は明るく振る舞っているが，両親が離婚したことや母親が亡くなった 

ことについて気持ちの整理ができていない状態であり，両親の話をすると感情が不安定 

になることがあるので留意していただきたい。 
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【令和３年４月版】

※　申立人や未成年後見人候補者が未成年者と親族関係にある場合に
　は，申立人や未成年後見人候補者について必ず記載してください。
※　未成年者のきょうだい，父母，祖父母， おじ，おばについては，わか
　る範囲で記載してください。
※　亡くなった方や父母の離婚は，記載例を参考に記載してください。

おじ・おば

丙山 晃

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

養父

祖父 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

丙山 日生
（成人している）兄・姉

養母 丙山 文月

祖母 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

丙山 光
（成人している）兄・姉

父

丙山 太陽 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

 平成〇年〇月〇日

 離婚 未成年者

母 丙山 葉月
祖父 丙山 初月

丁川 松男
令和〇年〇月〇日死亡

（申立人兼候補者） 養父

祖母 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

丁川 竹子 　　　　　　年　　　 月　　　 日生

養母

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

おじ・おば

丁川 梅美

平成〇年〇月〇日死亡

おじ・おば

　　　　　　年　　　 月　　　 日生

親　　族　　関　　係　　図

平成 〇 年 〇 月 〇 日生

平成 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

昭和 〇 年 〇 月 〇 日生

この関係図に当てはまらない

身分関係があり，記載が難しい

場合は，この書式を参考にして，

Ａ４サイズの用紙を使って親族

関係図を作成してください。

亡くなった方には，×印

をつけ，死亡年月日を

記載してください。

離婚した場合には，×

印をつけ，離婚した年

月日を記載してください。
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【令和３年４月版】 

 

１ 

未成年後見人候補者事情説明書 
（未成年者氏名： 丙山 葉月 ） 

 

※ 候補者の方が記載してください。 

※ 候補者の方がいない場合には提出は不要です。 

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。 
 

  令和 〇 年 〇 月 〇 日 
 

  候補者の氏名   丁 川  竹 子    印 

 

候補者の住所 

☑ 申立書の未成年後見人候補者欄記載のとおり 

  □ 次のとおり 
 
    〒   －     
 

    住所：                                    

 

  裁判所からの電話での連絡について 

       平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 〇〇〇 （ 〇〇〇〇 ） 〇〇〇〇   

（☑ 携帯・□ 自宅・□ 勤務先） 
 

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 ☑ 電話してもよい・□ 支障がある 

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。 

      特になし                                 

 

１ あなたの現在の生活状況，健康状態，経歴など（法人が候補者の場合には記載は不要です。） 

(1) 職業 

（職種：   無職      勤務先名：               ） 

 

(2) あなたと同居している方を記載してください。 

□ 同居者なし 

    ☑ 同居者あり ※ 同居している方の氏名・年齢・あなたとの続柄を記載してください。 

（氏名：  丁川 松男    年齢： 〇  あなたとの続柄：  夫   ） 

（氏名：  丙山 文月    年齢： 〇  あなたとの続柄：  孫   ） 

（氏名：  丙山 葉月    年齢： 〇  あなたとの続柄：  孫   ） 

（氏名：           年齢：    あなたとの続柄：      ） 

 

(3) 収入等 

 収入（年収）（    〇〇〇万  円） 

年金も収入として 

記載してください。 
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資産 

□ 不 動 産 

☑ 預 貯 金（     〇〇〇万 円） 

□ 有 価 証 券 

□ そ の 他（内容：                     ） 

負債（借金） 

□ 住宅ローン（          円） 

□ 自動車ローン（          円） 

□ 消費者金融（          円） 

□ そ の 他（内容：          ）（金額：          円） 

 

(4) あなたとともに生計を立てている方がいる場合又はあなた以外の方の収入で生計を立て

ている場合には，その方の続柄と収入を記載してください。 

 あなたとの続柄（  夫  ）・収入（年収）（   〇〇〇万  円） 

 

(5) あなたの現在の健康状態（差し支えない範囲で記載してください。） 

□ 健康体である。 

□ 具合が悪い。（具体的な症状：                     ） 

     ☑ 通院治療中である。 

（傷病名： 〇〇〇症      通院の頻度： １ か月に ２ 回程度） 

 

(6) あなたの経歴（最終学歴・主な職歴）について記載してください（差し支えない範囲で

記載してください。）。 

 

２ あなたは，次のいずれかに該当しますか。 

□  次の事項に該当する。 

    □  成年に達していない。 

  □  家庭裁判所で成年後見人，保佐人，補助人又は未成年後見人を解任されたことがある。 

  □  家庭裁判所で親権喪失，親権停止又は管理権喪失の審判を受けた親権者である。 

    □  破産手続開始決定を受けたが，免責許可決定を受けていないなどで復権していない。 

    □  現在，未成年者との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした。 

  □  あなたの〔□ 配偶者 □ 親 □ 子〕が，現在，未成年者との間で訴訟をしている又

は過去に訴訟をした。 

☑  いずれにも該当しない。 

 

年 月 経  歴 年 月 経  歴 

昭〇・〇 〇〇学校を卒業 ・  

昭〇・〇 〇〇株式会社に就職 ・  

平〇・〇 同退職 ・  

・  ・  
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３ あなたと未成年者との日常の交流状況（同居の有無，家計状況，交流の頻度） 

 (1) 未成年者との関係 ☑ 未成年者の親族（続柄： 祖母 ） □ その他（       ） 

 

 (2) 未成年者との同居の有無 

未成年者と ☑ 同居している。（同居を開始した時期： 令和〇 年 〇 月～） 

          □ 同居していない。 

           □ 以前に同居したことがある。 

             ⇒ 時期：（     年  月頃から     年  月頃まで） 

 (3) 未成年者との家計の状況 

    現在，未成年者と ☑ 家計が同一である。 □ 家計は別である。 

 

(4)  ※ 未成年者と同居していない方のみ回答してください。 

    未成年者との交流の頻度 □ 月に（  ）回程度  □ ２～３か月に１回程度 

                □ 半年に１回程度    □ 年に１回程度 

                □ ほとんど会っていない □ その他（        ） 

 

４ あなたと未成年者との間で，金銭の貸借，担保提供，保証，立替えを行っている関係があり

ますか。 

・ 金銭貸借  ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 担保提供  ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 保証    ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

・ 立替払   ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容：               ） 

※ あなたが立て替えた金銭が「あり」の場合，未成年者に返済を求める意思がありますか。 

□ 返済を求める意思はない。 □ 返済を求める意思がある。 

 

 ※ 「あり」に該当する項目がある場合は，関係書類（借用書，担保権設定契約書，保証に関

する書類，領収書，立替払を示す領収書・出納帳等）のコピーを添付してください。 

 

５ あなたが未成年後見人候補者となった経緯や事情を記載してください。 

   私は，未成年者の母親が亡くなってから，未成年者と同居し，日頃の世話をしている。     

  また，私と未成年者の関係は良好であることから，私が未成年者の未成年後見人にふさわ     

  しいと考えている。                                    

 

６ 未成年後見人に選任された場合の後見事務の方針等 

 (1) 未成年者の今後の暮らしについての予定を記載してください。 

☑ 未成年者は，当面は現在と同様に暮らしていく予定である。 

□ 未成年者は，転居する予定がある。 

⇒ 時期：（令和    年    月頃）  転居先：（                                ） 

 (2) 未成年者の今後の監護養育の方針や計画について，具体的に記載してください。 

    当面は，転居などの予定はなく，今までどおり生活していきたいと考えている。    

    未成年者は大学への進学を希望しているため，未成年者が相続する予定の財産や保険  

   金から大学進学などの費用を捻出したいと考えている。                   
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 (3) 今後，未成年者の財産を適正に管理していくための方法や計画について，具体的に記載

してください。 

    未成年者の財産のうち，遺族年金以外のものは使わずに貯めておき，大学への進学等に 

   利用したいと考えている。日頃の生活費や学費等は遺族年金や私と夫の年金から支出し，  

   未成年者のアルバイト収入は未成年者に管理させたいと考えている。          

 

７ 未成年後見人の選任の手続 

  未成年後見人の選任の手続について，次のことを理解していますか。理解している事項の□

にチェックを付してください。 

☑ 家庭裁判所が，あなた以外の人を未成年後見人に選任する場合があること。 

☑ あなたを未成年後見人に選任するとともに未成年後見監督人を選任する場合があること。 

☑ 誰を未成年後見人に選任するかという家庭裁判所の判断については，不服の申立てができ

ないこと。 

 

８ 未成年後見人の役割及び責任 

 (1) 家庭裁判所に備え付けているＤＶＤ，裁判所ウェブサイトの後見ポータルサイト又はそ

の他の説明資料をご覧になるなどして，未成年後見人の役割や責任を理解していますか。 

   ☑ 理解している。 

□ 理解できないところがある。又は疑問点がある。 

 （理解できないところや疑問点について記載してください。） 

                                             

   □ 理解できていない。 

     → 家庭裁判所に備え付けているＤＶＤ，裁判所ウェブサイトの後見ポータルサイト

又はその他の説明資料などで，未成年後見人の役割や責任について説明しています

ので，そちらをご覧になってください。 

 

 (2) あなたが未成年後見人に選任された場合には次のことに同意しますか。 

ア 親権者と同一の権利義務があることを踏まえ，未成年者の意思を尊重し，未成年者の

心身の状態や生活状況に配慮すること。 

イ 未成年者の財産を未成年者以外の者のために利用しないこと。また，投資，投機等の

運用をしたり，贈与，貸付をしたり，未成年者に借金や保証（抵当権の設定を含む。）等

をさせることがないように誠実に管理すること。 

ウ 未成年者の収支状況を把握し，適切に管理すること。 

エ 家庭裁判所の指示に従い，書類の提出や定期的な報告を行うなど，未成年後見事務の

監督を受けること。 

オ 未成年者が成人した際には，同人に管理してきた財産を引き渡すこと。 

    ☑ 全てに同意する。 

    □ 同意できない。又は疑問点がある。 

     （同意できない理由や疑問点について記載してください。） 
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【令和３年４月版】

令和

№ 支店名 口座種別 資料

1 〇〇 ☑普□定
□

☑

2 〇〇 ☑普□定
□

☑

3
□普□定
□

□

4
□普□定
□

□

5
□普□定
□

□

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

財  産  目  録

評価額（円）

　

未成年者

　 　 　 　 　 　

〇〇生命保険

株式会社
生命保険 12-3456 5,000,000 丙山初月

　〇　年　〇　月　〇　日

2345678 令和〇年〇月〇日 3,000,000 申立人

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円）

〇〇銀行

管理者

〇〇銀行 1234567 令和〇年〇月〇日 50,000 未成年者

　てください。

※　以下の１から８までの財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，

  当該資料の写しを添付してください。また，財産目録との対応関係がわかるように，資料の写し

種　類

　

3,055,000

　 　

保険会社の名称 保険の種類

３　生命保険，損害保険等（未成年者が契約者又は受取人になっているもの）

未成年者

保険金額
（受取額）（円）

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普」，定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し，その他の種別は下欄の□にチェックを付し,種別の名称を記載してください。

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載し

合　　計

合　　計

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

　

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

契約者 受取人

5,000

数量，額面金額株式の銘柄，証券会社の名称等

　

管理者

  には対応する番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の

  資料の写しであれば，資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

※　財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続する

　よう付け直してください。

作成者氏名　  丁川  竹子　  印

１　預貯金・現金
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

未成年者（    丙山　葉月    ）の財産の内容は以下のとおりです。

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

証書番号

1
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

　□　次のとおり　☑　負債はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　

　

　

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明
６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　 　 　 　 　

残額（円） 備考

　 　

７　その他（原動機付自転車，自動二輪車など）
　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

合　　計

合　　計 　

　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

　 　

　 　 　 　

　

８　負債

所　在 家屋番号 種　類

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）

５　不動産（建物）
　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

　

　 　

　

４　不動産（土地）

　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　☑　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）

　

９　遺産分割未了の相続財産（未成年者が相続人となっている遺産）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

　 　 　 　

床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）

種類 内容 評価額（円） 備考
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【令和３年４月版】

令和

№ 支店名 口座種別 資料

1 〇〇 ☑普□定
□

☑

2 〇〇 □普☑定
□

☑

3
□普□定
□

□

4
□普□定
□

□

5
□普□定
□

□

6
□普□定
□

□

7
□普□定
□

□

8
□普□定
□

□

9
□普□定
□

□

10
□普□定
□

□

　遺言書　　　　　　　　　　（□　あり　　☑　なし　　□　不明）

１　預貯金・現金
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

令和〇年〇月〇日

令和〇年〇月〇日 3,000,000 申立人

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普」，定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し，その他の種別は下欄の□にチェックを付し,種別の名称を記載してください。

500,000 申立人

〇〇銀行 5678912

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円） 管理者

〇〇銀行 4567891

相 続 財 産 目 録

　未成年者の法定相続分　　　（ 　 ２   分の　  １　 ）

　被相続人の氏名　　　　　　（ 　   丙山 初月   　 ）

　未成年者との続柄　　　　　（未成年者の 　　母　　 ）

　〇　年　〇　月　〇　日 作成者氏名　  丁川 竹子　  　印

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該資料の

  写しを添付してください。また，相続財産目録との対応関係がわかるように，資料の写しには対

  応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば，資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には，この目録をコピーするなどして，被相続人

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続

　するよう付け直してください。

※　未成年者が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

　未成年者（  丙山 葉月 ）が相続人となっている相続財産の内容は以下のとおりです。

　被相続人が亡くなられた日　（□　平成 ・ ☑　令和　〇 年 〇 月 〇 日）

　現金（預貯金以外で所持している金銭） 0

合　　計 3,500,000

1
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

　

　

　

　

５　不動産（建物）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　

　

　

　

評価額（円） 管理者

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄，証券会社の名称等

　 　

　 　 　

　

　 　 　

数量，額面金額

　 　 　

合　　計

３　生命保険，損害保険等（被相続人が受取人になっているもの）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類

〇〇生命保険

株式会社
生命保険

証書番号

23-4567

契約者

丁川梅美

保険金額
（受取額）（円）

5,000,000

〇〇市〇〇町〇丁目 〇番〇 宅地 123.45 自宅

４　不動産（土地）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）所　在

　 　 　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　

　

　

備考
（現状，持分等）

〇〇市〇〇町〇丁目〇番地〇 〇番〇の〇 居宅
１階 80.50

２階 55.50
自宅
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

　□　次のとおり　☑　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

備考

　 　 　　

　 　 　 　

　 　 　 　

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円）

　 　 　 　

　 　

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考
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【令和３年４月版】

　未成年者（ 　丙山　葉月　 ）の収支予定は以下のとおりです。

No. 月　額（円） 資料

1 65,000 ☑

2 30,000 ☑

3 □

4 □

5 30,000 ☑

6 □

7 □

8 □

125,000　円 年額（月額×１２か月）＝

No. 月　額（円） 資料

1 食費・日用品 □

2 通信費 8,000 ☑

3 □

4 □

5 □

6 校納金（授業料等） 35,000 ☑

7 課外活動費（部費等） □

8 □

9 □

10 □

　てください。）

遺族基礎年金

１　未成年者の定期的な収入

入金先口座・頻度等

２か月に１回

☑財産目録預貯金№　２　の口座に振り込み

※　収支の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続す

収　支　予　定　表

※　以下の収支について記載し，資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該

  資料の写しを添付してください。また，収支予定表との対応関係がわかるように，資料の写し

  には対応する番号を右上に付してください。(例：収支予定表の「１未成年者の定期的な収入」

  の「No.２遺族厚生年金」の資料の写しであれば，資料の写しの右上に「収１－２」と付記し

令和　〇　年　〇　月　〇　日 作成者氏名　　　    丁川　竹子            印

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

品　　　　目

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

学費・
教育費

収入の合計（月額)　　＝　　

☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

引落口座・頻度・支払方法等

生活費

申立人が負担している。

☑財産目録預貯金№　２　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

　るよう付け直してください。

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

毎月末日に未成年者がアルバイト代を受領している。

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

遺族厚生年金

その他の年金（　　　　　　　　）

２か月に１回

☑財産目録預貯金№　２　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

給与等

賃料収入

名称･支給者等

手当（　　　　　　　　　　　　　　）

1,500,000　円

２　未成年者の定期的な支出

２か月ごと，四半期ごと，１年に１回の収入などは月額

に按分した金額を記載してください（割り切れない場合

には，小数第一位を切り上げて記載してください。）。

なお，支出の記載においても同様です。

未成年者のための支出であっても，未成

年者の親族等が負担する場合には，収支

予定表に記載しないでください。
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11 通学定期代 6,000 □

12 通勤定期代 □

13 □

14 □

15 入院費・医療費・薬代 □

16 □

17 □

18 □

19 家賃 □

20 地代 □

21 □

22 □

23 固定資産税 □

24 □

25 □

26 □

27 □

28 国民健康保険料 □

29 生命（損害）保険料 □

30 □

31 □

32 こづかい 30,000 ☑

33 □

34 □

35 □

36 □

79,000　円 年額（月額×１２か月）＝

月額 46,000　円  

年額 552,000　円

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

その他

税金

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

療養費
□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

支出の合計（月額）　　＝　　

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

948,000　円

住居費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

定期的な収入欄記載の給与等（アルバイト代）のこ

とである。

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

交通費
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１ 

未成年後見人選任の審判の申立てについて  
１ 概要 
未成年者の親権を行う方（親権者）が亡くなられた場合，所在不明となった場合，あ

るいは，親権喪失，親権停止又は管理権を喪失するなどした場合に，家庭裁判所は，未

成年者の親族等の申立てにより，未成年後見人選任の審判をすることができます。 

未成年後見人は，未成年者が成年に達する又は養子縁組等により後見が終了するま

での間，原則として，親権者と同一の権利義務が認められており，未成年者の監護・教

育を行うとともに，未成年者の法定代理人として，財産管理，契約等の法律行為を行い

ます。  
２ 申立てをすることができる方 
・ 未成年者（未成年後見人選任手続の内容を理解できる方に限ります。） 

・ 未成年者の親族 

・ 利害関係人（児童相談所長や里親等） 

 

３ 申立先 
未成年者の住所地を管轄する家庭裁判所  

４ 申立てに必要な費用 
※ 申立人に手続費用を用意していただくことになりますが，申立人が希望した場

合には，申立手数料，送達・送付費用の全部又は一部について，未成年者の負担と

することが認められる場合があります。 

(1) 申立手数料 

未成年者１人につき収入印紙 800円分 

(2) 連絡用の郵便切手（申立てをする家庭裁判所に確認してください。なお，各裁判

所のウェブサイトの「裁判手続を利用する方へ」中に掲載されている場合もありま

す。）  
５ 申立てに必要な書類 
別紙申立書類等チェックリストのとおり 

※ 未成年者が複数の場合には，次のとおり書類を準備してください。 

・ 未成年者１人につき，申立書類等を１セット作成してください。 

・ 未成年者全員を記載した親族関係図を作成の上，各申立書に写しを添付して

ください。 

・ 未成年者の戸籍謄本などの添付書類のうち，共通する書類の原本は１人分で

足り，その他の未成年者の分は写しで結構です。 
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６ 申立後の手続について 
  申立てを受けた家庭裁判所では，家庭裁判所調査官1などが，直接，申立人，未成年

者及び未成年後見人候補者に会って，申立ての実情や未成年者の意見などを聴いたり

することがあります。 

  なお，申立てをした後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げること

はできません。 

また，未成年後見人の選任に当たっては，家庭裁判所が，未成年者にとって最も適任

であると判断した方を選任しますので，必ずしも未成年後見人候補者の方が未成年後

見人に選任されるとは限りません。  
７ 未成年後見制度についてのお問合せ先 
○ 未成年後見制度の申立てや手続のご案内 

裁判所ウェブサイト（後見ポータルサイト） 

https://www.courts.go.jp/saiban/koukenp/index.html 

※ 手続のご説明のほか，各地の家庭裁判所や申立書書式等をご紹介しています。 

○ 法的トラブルで困ったときのお問合せ 

  日本司法支援センター法テラス（ＴＥＬ０５７０－０７８３７４） 

  https://www.houterasu.or.jp/ 

※ 固定電話であれば，全国どこからでも３分８．５円（税別）で通話することがで

きます。 

※ ＩＰ電話からは「03-6745-5600」にお電話ください。 

 

                                                   

1 家庭裁判所調査官は，心理学，社会学，教育学などの行動科学の知見等を活用し，家事事件などについ

て調査を行うことを主な仕事とする裁判所の職員です。 
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（別紙） 
申立書類等チェックリスト  

※ 未成年者１人につき，申立書類等を１セット提出してください。 
１ 申立書類 
□ 未成年後見人選任申立書 

□ 申立事情説明書 

□ 親族関係図 

□ 未成年後見人候補者事情説明書（候補者の方がいない場合には提出不要です。） 

□ 財産目録 

□ 相続財産目録（未成年者を相続人とする相続財産がない場合には提出不要です。） 

□ 収支予定表 

※ 上記各書類の作成に当たり，Ａ４サイズの別紙（例：未成年後見人選任申立書の「申立ての理由」

欄記載の★部分等）をご自分で準備する場合には，用紙を縦向きにし，かつ，左側に３センチメー

トル程度の余白を設けてください。 

 

２ 添付書類 
※ 未成年者が複数の場合には，未成年者の戸籍謄本などの添付書類のうち，共通する書類の
原本は１人分で足り，その他の未成年者の分は写しで結構です。 
※ 審理のために必要な場合は，追加書類の提出をお願いすることがあります。  ※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。 
□ 未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）（発行から３か月以内のもの） 

□ 未成年者の住民票又は戸籍附票（発行から３か月以内のもの） 

□ 未成年後見人候補者の戸籍謄本（全部事項証明書）（発行から３か月以内のもの） 

（未成年後見人候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項証明書）） 

□ 未成年後見人候補者の住民票又は戸籍附票（発行から３か月以内のもの） 

□ 未成年者の財産に関する資料 

・預貯金及び有価証券の残高がわかる書類：預貯金通帳写し，残高証明書など 

・不動産関係書類：不動産登記事項証明書（未登記の場合は固定資産評価証明書）など 

・負債がわかる書類：ローン契約書写しなど 

□ 未成年者が相続人となっている遺産分割未了の相続財産に関する資料 

  ・預貯金及び有価証券の残高がわかる書類：預貯金通帳写し，残高証明書など 

・不動産関係書類：不動産登記事項証明書（未登記の場合は固定資産評価証明書）など 
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□ 未成年者の収支に関する資料 

・収入に関する資料の写し：年金決定通知書，給与明細書，奨学金受領書，家賃，地代

等の領収書など  

・支出に関する資料の写し：授業料がわかる領収書，納税証明書，国民健康保険料の決

定通知書など 

□ 親権を行う者がないことを証する資料（親権者が死亡した旨の記載がある戸籍謄本（全部

事項証明書）等） 

□ 申立人が利害関係を有することを証する資料（利害関係者からの申立ての場合に提出して

ください。） 

□ 未成年後見人候補者が未成年者との間で金銭の貸借等を行っている場合には，その関係

書類（未成年後見人候補者事情説明書４項に関する資料） 

  ・金銭貸借に関する資料の写し：借用書など 

・担保提供に関する資料の写し：担保権を設定した契約書など 

・保証に関する資料の写し：保証に関する記載のある契約書など 

・立替払に関する資料の写し：立替払を示す領収書，出納帳など 

□ 親族の意見書 
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親 族 の 意 見 書                 

１ 私は，未成年者（ 氏名：                ）の（ 続柄 ：          ）です。 

 

２ 未成年者の未成年後見人の選任に関する私の意見は以下のとおりです。 

   

  候補者（氏名：           ）が選任されることについて 

（候補者がいない場合には，家庭裁判所が選ぶ第三者が選任されることについて） 

※ 候補者氏名については申立人が記入してください。 

 

□ 賛成である。 

 

□ 家庭裁判所の判断に委ねる。 

 

□ 反対である。又は意見がある。 

理由は次のとおりである。 ※ 書ききれない場合には別紙（A４サイズの用紙をご自

分で準備してください。）を利用してください。 

                                           

                                           

                                           

                                           

 

 

令和   年   月   日 

 

        （〒   －     ） 

 

住 所                                   

 

氏 名               印  

 

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話     （    ）       

                        （□携帯 □自宅 □勤務先） 
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親族の意見書の記載例 

 

未成年後見人選任の手続では，未成年者の親族の方の御意見も参考にして，未成年者の未成年後見

人として誰が適任なのかを判断します。 
【例】 未成年者の親族である丁川松男さん（続柄：未成年者の祖父）が，未成年者丙山葉月さんの未

成年後見人として，候補者である丁川竹子さんがふさわしいとお考えになった場合は，以下のよ

うな記載になります。 

 

親 族 の 意 見 書 

 

１ 私は，未成年者（ 氏名： 丙山 葉月 ）の（ 続柄： 祖父   ）です。 

 

２ 未成年者の未成年後見人の選任に関する私の意見は以下のとおりです。 

 

     候補者（氏名：  丁川 竹子  ）が選任されることについて 

（候補者がいない場合には，家庭裁判所が選ぶ第三者が選任されることについて） 

※ 候補者氏名については申立人が記入してください。 

 

☑ 賛成である。 

 

□ 家庭裁判所の判断に委ねる。 

 

□ 反対である。又は意見がある。 

理由は次のとおりである。 ※ 書ききれない場合には別紙（A４サイズの用紙をご自 

分で準備してください。）を利用してください。 

                                                

                                                

                                                

                                                

 

 

令和 〇 年 〇 月 〇 日 

 

（〒〇〇〇－〇〇〇〇） 

 

住 所  〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号                
 

氏 名  丁川 松男        印 
 

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話  〇〇〇 （〇〇〇〇） 〇〇〇〇  

                                （☑携帯 □自宅 □勤務先） 
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親族の意見書について  
１ 未成年後見人の選任の手続では，未成年者の親族の方の意見も参考にして，未成年者の未

成年後見人として誰が適任なのかを判断します。  
２ 申立時に意見書を提出していただく範囲は，未成年者と同居している親族（成年に達して

いる方），未成年者の父母（親権の有無を問いません。養父母を含みます。），未成年者の

兄弟姉妹（成年に達している方）などです。 
 

３ 必要な人数分だけ親族の意見書の様式をコピーして使用してください。上記２記載に該当

する親族の方にこの意見書を作成してもらった上で申立書に添付してください（親族の方に

意見書を作成してもらうことが難しい場合には不要です。）。  
４ 申立人及び未成年後見人候補者の方は，意見書の提出は不要です。 

 

５ 意見書を提出されなかった親族やその他の親族の方については，家庭裁判所から意見の照

会を行うことがあります。 

 

６ 家庭裁判所の判断によっては，未成年後見人候補者以外の方が未成年後見人に選任される

ことがあります。 
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未成年後見人選任申立書の継続用紙 
きょうだいなど複数の未成年者について同時に申立てをする場合，未成年後見人選任申立書に

記載した未成年者以外の未成年者について，この継続用紙を１人につき１通使用して，未成年者

及び未成年後見人候補者の氏名，住所等を記載してください。 
申立手数料は，未成年者１人につき８００円分の収入印紙が必要ですので，この継続用紙に記

載した未成年者の申立手数料である収入印紙８００円分は，未成年後見人選任申立書の収入印紙

欄に貼ってください。 
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 
未 
成 
年 
者 本 籍 

（国 籍） □未成年後見人選任申立書１頁目記載の未成年者と同じ  
都 道 
府 県 

住民票上 
の 住 所 □未成年後見人選任申立書１頁目記載の未成年者と同じ □ 申立人と同じ 

〒    －   
電話   （    ） 

実 際 に 
住んでいる

場   所 □未成年後見人選任申立書１頁目記載の未成年者と同じ □ 住民票上の住所と同じ 
〒    －     ※ 寮や施設の場合には，所在地，名称，連絡先を記載してください。  

（       方） 
寮・施設名（              ）  電話   （    ） 

ふりがな  
氏 名  □平成 □令和        年   月   日 生            （    歳）  
在校名 
又は職業  

（     年生）
未 
成 
年 
後 
見 
人 
候 
補 
者 □ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要 

□ 未成年後見人選任申立書２頁目記載の未成年後見人候補者と同じ 
□ 申立人 ※ 申立人が候補者の場合には，本籍欄のみ記載 
□ 申立人以外の〔 □ 以下に記載の者 □ 別紙★に記載の者 〕★Ａ４サイズの用紙をご自分で準備してください。 
本 籍 
（国 籍）       都 道       府 県 
住 所 〒    －        

電話   （    ）    携帯電話    （    ） 
ふりがな   
氏 名  □昭和 □平成        年   月   日 生            （    歳）  
未成年者 
との関係 □ 親 族：□ 直系尊属（父母・祖父母） □ 兄弟姉妹 

□ 父方親族（未成年者との関係：     ）        □ 母方親族（未成年者との関係：     ） 
□ 親族外：（関係：                 ） 

－229－



－230－

SJFQB
テキスト ボックス
資料８




－231－

SJFQB
テキスト ボックス
資料９




－232－

SJFQB
テキスト ボックス
資料10


SKAOA
テキスト ボックス
子どもの虹情報研修センター
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西日本こども研修センターあかし
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